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１．はじめに
　近年の実証分析では、企業レベルの生産性を加重平均して計算される集計生産性
（Aggregate productivity）の変化に大きな関心が集まっている。集計生産性は、企業の生
産性とともに変化するが、それだけでなく、産業における企業の構成によっても影響を受け
る 1）。より具体的には、生産性の低い企業が退出するとともに、生産性の高い企業が参入す
＊　 本稿は、筆者が、関西大学の在外研究期間中（2013 年 4 月 9 日～ 2013 年 9 月 26 日）に Webster 
University（アメリカ合衆国ミズーリ州セントルイス市）で行った研究成果の一部である。筆者を暖か
く受け入れて下さった Webster University の教職員の方々、在外研究の機会を与えて下さった関西大
学、ならびに、関西大学経済学部に厚く御礼申し上げる。なお、本稿に見られる誤謬は、全て筆者の
責任に帰する。
1 ）Melitz and Polanec（2012）
論　　文
R&Dと生産性＊
― 集計生産性と企業規模・年齢 ―
古　賀　款　久　
要　　旨
　本稿では、わが国の株式上場企業約 3,700 社を対象に、生産関数の推計、生産性の計測、および、
集計生産性の推計を行った。次に、サンプル企業を中小企業と大企業に二分割し、各企業グルー
プ間・各企業グループ内で集計生産性の変化を見た。その結果、資源の再配分効果は、企業グル
ープ間で生じているだけでなく、各企業グループ内でも活発であることが確認された。同時に、
企業レベルの R&D は集計生産性を 1.3－5 倍程度も拡大することが明らかとなった。一方、サン
プル企業を成熟企業と老齢企業に二分割した場合には、企業規模で分割した場合ほど明確な結論
を導くことができなかった。
キーワード：生産性；R&D；内生性；資源再配分；企業規模；企業年齢
経済学文献季報分類番号：02-42；09-50
99
関西大学『経済論集』第64巻第2号（2014年9月）
32
れば、集計生産性は向上する。また、既存企業の間でも、効率性の低い企業から効率性の高
い企業に資源が再配分されれば、集計生産性は向上する。
　集計生産性の基礎となる企業の生産性については、生産者の間で、あるいは非常に狭く
定義された産業の間でさえ、大きな格差（異質性）が観察されることが知られている。ま
た、生産者間に観測されるそれらの格差は時間を経ても一向に縮小しないこと（持続性：
Persistency）、の二点がコンセンサスとして指摘されている 2）。このため、集計生産性も、
産業によって大きく異なることが知られている。
　Syverson（2011）は、企業（あるいは事業所）の生産性の水準に影響を与える要因を、「企
業内部の要因」と企業を取り巻く「外部環境」とに大別した。企業内部の要因は、さらに、
経営慣行や経営者の能力、高品質の労働と資本、IT（情報技術）と R&D、Learning By 
Doing、製品イノベーション、および、企業組織の決定、の六つの要因に分類される。これ
に対して、企業を取り巻く「外部要因」は、生産性のスピルオーバー、市場の競争（産業内
競争と貿易）、規制緩和（と適切な規制）、および、生産要素市場の柔軟性の四つに分類される。
　本稿では、生産者の生産性に影響を及ぼすこれらの要因の中でも、R&D の果たす役割に
注目する。とりわけ、R&D が集計生産性をどのくらい向上させるのか、R&D は、企業グル
ープ間・企業グループ内の資源再配分を促進するのか、阻害するのか、について実証的に検
討する。
　本稿の構成は以下の通りである。第 2 節では実証分析の枠組みについて説明する。ここで
は R&D が生産性ショックに与える効果を明示的に組み込んだ生産関数を紹介し、その生産
関数を推計する際の手順を解説する。推計に際して、観測できない生産性ショックと生産要
素との間に生じうる相関をどのように取り除くのかが主な論点となる。続いて、使用データ
の概要に言及する。本稿の実証分析では、東洋経済新報社から公刊されている上場企業の財
務データと、経済産業研究所が公表している産業レベルのデータを用いる。
　第 3 節では、集計された生産性を分解し、企業グループ内（Within 効果）、企業グループ
間（Between 効果）で起こりうる資源の再配分効果について検討する。その際、サンプル
企業を企業特性（具体的には企業規模と企業年齢）に基づいて、二つのサブグループに分割し、
それぞれのグループ内・間の資源再配分効果と R&D との関係を考察する。結論では、本稿
の分析を通じて得られた結果と今後の検討課題について言及する。
2 ） これは Syverson（2011）の指摘による。このような生産性の異質性に注目した理論分析として Melitz
（2003）と Foster et al.（2008）が挙げられる。Melitz（2003）は、生産性の異なる国内企業を想定し、
生産性の高い企業が貿易に参加することを示した。一方、Foster et al.（2008）は、企業の利潤が特異
的な技術ショックと需要ショックの両方に依存するモデルを考え、それら二つのショックが企業の生
存に与える影響を考察した。
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　本稿の実証分析で得られた結論を要約すると、以下のようになる。R&D は企業の生産性
を高め、集計生産性を高める。特に、R&D は、企業グループ内の生産性格差を拡大し、資
源の再配分を促進するとともに、企業グループ間の資源再配分も促す。この点は、R&D を
行わなかったと想定される仮想的な場合との比較を通じて明らかにされる。
２．実証分析
2. 1　計量モデル
　実証分析では、はじめに、生産関数が推計され、その推計結果に基づいて企業レベルの生
産性が推計される。生産関数の推計は、Olley and Pakes（1996）、Ackerberg et.al（2007）、
および、De Loecker（2011）の手法に沿って行われる。いま、企業 の 期における生産関
数を Cobb-Douglas 型生産関数として定式化しよう。
（1）
　生産関数（1）において、 、 、 、 は、それぞれ、企業 の 期における生
産量、労働、資本、および中間財の投入量を表わす。また、 、 、 、 は、企業
年齢、内生的生産性、外生的生産性、および、誤差項を表わす。 は企業設立から現在ま
での経過年数（企業年齢）を表し、企業における事業経験に対する代理指標となる。
　企業 は 期に二種類の生産性ショック（ および ）に直面する。 は企業 の研
究開発活動（R&D）の水準に依存する生産性ショックであり、これは企業 にとっては内生
変数である。これに対して、 は企業 にとっては外生となる生産性ショックである。
　また は、 を満たす誤差項である。各生産要素は、生産性ショック（ および
）とは相関するかもしれないが、 とは無相関であると仮定する。以下の分析では、
Olley and Pakes（1996）に従い、これらの生産性ショックは、いずれも、企業 の経営者に
は観測できるが、計量分析を行うわれわれには観測できないものと仮定する。
　続いて、企業 は CES 型の需要関数（次式（2））に直面していると仮定する。需要関数
を想定するのは、次の二つの理由による。
　第一の理由は、実証分析において、生産性を企業の「収入」に関するデータに基づいて計
算する時に起こる問題と関わる。生産性が物理的な「生産量」に基づいて計算される場合、
観察された生産性の上昇は、純粋に、技術的な効率性の向上と解釈できる。一方、生産性が
「収入」に基づいて計算される場合、観察された生産性の上昇には、（収入＝企業価格×生産
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量であるから）、技術的な効率性の向上のみならず、企業価格の変化を通じた需要の変化も
反映されている。仮に収入を産業価格デフレーターで調整しても、「企業価格」の影響は完
全には除去されない。
　特に問題となるのは、企業価格の変化が、製品の品質向上などの需要要因ではなく、市場
支配力の変化を反映している場合である。このような場合、計測された生産性の変化は、企
業が効率的になったことを示すというよりは、その企業の市場における状態を反映してい
る 3）。以上の問題を避けるためには、生産性を推計の際に収入から「企業価格」の影響を除
去する必要がある。
　第二の理由は、同時に、このような「企業価格」が除外変数バイアス（Omitted Variable 
Bias）をもたらすことに関係する。Klette and Griliches（1996）は、この点は以下のように
説明する 4）。
　通常、生産性の高い企業ほど多くの生産を行い、それらの企業は、ライバルよりも低い価
格をつける。いま、ある企業の生産性が改善されたとしよう。この企業は以前よりも大きな
市場シェア（より多くの生産量）を実現するだろう。もちろん、生産性が改善される場合には、
生産量の増加は必ずしも生産要素の増加を意味しない。しかし、需要が弾力的ならば、生産
量の増加は生産性向上効果を凌駕し、生産要素の増加をもたらすことが予想される。このと
き、企業価格と生産要素との間には負の相関が生じる。生産量増加により価格は減少するが、
生産要素の投入量は増加するからである。
　もし、企業価格のデータが入手できなければ、その影響は誤差項に混在したままである。
その場合、誤差項と生産要素との間には負の相関が生じ、OLS による推計は過小推定を引
き起こす。したがって、何らかの方法で、企業価格の影響を取り除くことが必要である。そ
こで、推計に際しては、次式（2）で表わされる CES 型需要関数を用いて、収入から「企業
価格」の影響を取り除く工夫をする 5）。
（2）
　需要関数（2）において、 、 、 、 は、それぞれ、産業の集計生産量、産業の
3 ）Syverson（2011）p. 330.
4 ）Klette and Griliches（1996） pp. 347-348.
5 ） 生産性に対して需要のショックがどのような影響を与えるのかについては、近年重要な研究課題に
なっている。一例として、De Loecker（2011）、De Loecker et al.（2012）、Foster et al.（2008）、
Jaumandreu and Mairesse（2010）、Roberts et al.（2012）などが挙げられる。残念ながら、データ上
の制約から、本稿では、需要ショックをモデル化することはできなかった。
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平均価格、企業 の「企業価格」、および、需要の価格弾力性を表わす。ここで重要なのは、
入手困難な企業価格データに代わり、（入手可能な）産業の平均価格と集計生産量に関する
データを通じて、「企業価格」の影響を除去する点にある。上述した Cobb-Douglas 型生産
関数（1）と CES 型需要関数（2）を合わせると、収入関数（3）と、それを対数線型変換し
た（4）式を導くことができる。
（3）
（4） 、
　方程式（3）の は収入（＝価格×生産量）を示す。また（4）式において「小文字」で
表わされた変数は（1）式と（2）式において「大文字」で示された変数を「対数変換」した
値である。ここで（4）式の左辺 は、 で定義される実質的な収入である 6）。
また、（4）式の各係数と生産関数のパラメーターとの間には以下の関係が成立する；
、 、および 7）。ここ
で、 は Scale-up パラメータである。
　なお、De Loecker and Goldberg（2013）が指摘するように、除去変数バイアス（Omitted 
Variable Bias）は「生産要素価格」についても生じる。生産要素価格が企業によって異なり、
しかも、生産要素価格自体が観察できない場合には、生産要素価格デフレーターによって生
産要素価格の影響を完全に除去することはできない。De Loecker and Goldberg （2013） は、
このような問題に対して、制御関数アプローチ（Control Function Approach）を用いて対
処している 8）。残念ながら本稿では、De Loecker and Goldberg （2013）で採用されている需
要側の情報を入手することができなかった。このため以下では、生産要素価格は企業間で同
質的であると仮定し、生産要素価格の効果は全て生産要素価格デフレーターで除去できるも
のと仮定する。 
　ところで、方程式（4）を OLS で推計すると、各生産要素の係数は、過大または過小に推
計される危険性がある 9）。これは、観測されない生産性ショック（ ）と生産要素と
6 ） 先行研究の中には、生産物毎の売上高（収入）と（物理的な）生産量に関するデータを用いている研
究がある（Foster et al.（2008））。そのようなデータがあれば、売上高を生産量で除すことで企業別の
生産物価格を計算することができる。
7 ）ただし、企業年齢に を乗じるのは省略した。その代わりに企業年齢の係数を と表わした。
8 ） 観測できない企業別の生産要素価格を、観測可能な生産物価格、市場シェア、および、その多項式で
近似している。
9 ） 今期の生産性が高ければ、企業は労働と中間財の投入量を増加させるだろう。したがって、観測され
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が相関する可能性が高いからである。このような生産要素と生産性との間に予想される内生
性 を 処 理 す る 推 計 方 法 と し て は、Olley and Pakes（1996） や、 そ れ を 発 展 さ せ た
Ackerberg et.al（2007）の方法が有効である 10）。そこで、以下の分析では、Ackerberg et.al
（2007）の推計方法を用いることにする。
　Ackerberg et.al（2007）は推計に先立ち、三つの仮定を設けている。第一の仮定は、二つ
の生産性ショックは、ともに一階のマルコフ過程に従うこと、第二の仮定は、実証分析に際
して研究開発費（ ）と内生生産性（ ）の output である技術指標（ ）の両方のデ
ータが利用可能であること、そして、第三の仮定は、企業 は利潤の割引現在価値の総和が
最大になるように、毎期の設備投資額と研究開発費を決定すること、である。
　第三の仮定から、利潤最大化条件から導かれた最適な設備投資額（ ）と研究開発費
（ ）の水準は、二つの生産性ショック（ と ）、および、二つの状態変数（ と
）に依存する関数（ と ）として表現することができる。これは次式（5）とし
て表わすことができる。
（5）
　　
ない生産性と労働・中間財との間には正の相関が予想される。OLS による推計は、このような正相関
を見逃すので、労働と中間財の推計値は上方バイアスを持つ。一方、資本ストックと観測されない生
産性との間には負の相関が予想される。これは以下のように説明される。資本ストックの大きな企業
ほど利益も大きいならば、現在大きな資本ストックを持つ企業は、現在の生産性の下で、より高い将
来の利益を期待することができる。これは、もし現在の生産性の実現値が低ければ、資本ストックの
低い企業は、将来高い収益を見込むことができないため、市場からの退出を選択することを意味する。
逆に、資本ストックの大きな企業は、現在の生産性ショックの実現値が低くても、市場に生き残るこ
とができる。その結果、サンプルに現れるのは（市場からの退出を免れた）資本ストックの大きな企
業ばかりになる可能性がある。OLS は資本の係数を過小推計する可能性がある。（Yasar et al.（2008））
10） Olley and Pakes（1996） の 推 計 方 法 を 拡 張 し た 研 究 と し て、Levinsohn and Petrin（2003） と
Doraszelski and Jaumandreu（2013）が挙げられる。Olley and Pakes（1996）では生産性の代理指標
として設備投資を用いた。しかし設備投資がゼロ（または欠損値）の企業の場合、inversion の条件は
満たされない。そこで、Levinsohn and Petrin（2003）は設備投資の代わりに中間財（原材料など）
を生産性の代理指標とする推計方法を提案した。一方、Doraszelski and Jaumandreu（2013）は、労
働を生産性の代理指標とすることを提案している。Levinsohn and Petrin（2003）と Doraszelski and 
Jaumandreu（2013）では、生産関数は GMM で推計されている。Levinsohn and Petrin（2003）の
Stata 用のプログラムは Petrin et al.（2004）に報告されている。Olley and Pakes（1996）を応用した
分析としては、De Loecker（2007、2010）がある。R&D を内生化する方法としては、本文で紹介した
Ackerberg et.al（2007）の他には、Aw et al. （2009）と Xu（2008）がある。これら二つの研究は、今
期の生産性が前期の生産性と R&D に依存するマルコフ過程として定式化している。
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　上の（5）式において、設備投資額と研究開発費が全単射（bijection）であるならば、
と には逆関数が存在する。そしてその時、観測できない二つの生産性ショックは、
観測可能な変数からなる関数（6）として書き改めることができる 11）。
（6）
　　
　このような設定の下で Ackerberg et.al（2007）は第一ステージから第四ステージまでの
四段階を経て、生産関数を推計する方法を提案している。第一ステージでは、内生的な生産
性ショックの近似値（本稿の場合 の近似値）が、第二ステージでは可変的な生産要素と
内生的生産性ショックの係数（本稿の場合 、 と後述する ）が特定化される。一方、
第三ステージでは、企業が市場から退出する確率 が Probit モデルによって推計される。
最後に、第四ステージでは、固定的生産要素の係数（本稿の場合、 と ）が、それぞ
れ特定化される。それでは、以下に Ackerberg et.al（2007）の手順を要約してみよう。
　第一ステージでは、内生的な生産性ショック（ ）の近似値をノンパラメトリック回帰
によって推計する。いま、技術指標（ ）と内生的な生産性ショック（ ）との間に
の関係が成り立つと仮定する（ は、 を満たす撹乱項）。技術指標は、
内生的な生産性ショックの結果（Output）と捉えることができる。その場合、（6）を用い
る と、 と 書 く こ と が で き る。 こ こ で、
は特定化されていない関数（未知関数）とする。そのような場合には、
技術指標（ ）を、設備投資額（ ）、研究開発費（ ）、および、状態変数（ と ）
でノンパラメトリック回帰すれば、 の推計値 を得ることができる。実際の推計に当
たっては、未知関数（ ）を、設備投資額、研究開発費、資本、および、
企業年齢に関する 4 次の多項式で近似する 12）。
　第二ステージでは、 を生産要素の一つとして扱い（あるいは、 の代理指標と
して を用いるとも解釈できる）、可変的生産要素（ 、および、 ）の係数、内生的
11） 設備投資と R&D の値がゼロである場合には、このような inversion（「観測できない」生産性を「観
測できる」変数に変換すること）を保証することができない。したがって、実証分析においては、設
備投資と R&D がいずれも正の値を示す観測値のみを用いることが必要となる。この点は、Levinsohn 
and Petrin（2003）を参照せよ。
12） 第一ステージにおいて、技術指標を資本、企業年齢、設備投資、研究開発費に関する「3 次の多項式」
で近似すると、第二ステージにおいて、 と との間に完全な多重共
線性が生じる。この問題を回避するために、第一ステージでは技術指標を「4 次の多項式」で近似する
ことにした。
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生産性ショックの係数（ ）、および、産業別売上高の係数（ ）を特定化する。このス
テージでは、資本および企業年齢の係数はまだ特定化されない。このステージで特定化され
ない要素を「ひとくくり」にすると、（4）式は（7）式のように書き直すことができる。
（7）
　ここで、 は未知関数であり、具体的には、
である。推計式（7）を計算する場合、 は、資本、企業年齢、
設備投資額、および、研究開発費に関する 3 次の多項式で近似する。
　これまでのところ、労働（ ）と中間財（ ）は可変的な生産要素と仮定されてきた。
しかし、もし労働（ ）が固定的な生産要素であるならば、（7）式において、未知関数
は、 と修正される。その場合、
第二ステージでは、中間財、内生的生産性ショック、および、産業の売上高の係数が特定化
される。「状態変数」である労働、資本、および、企業年齢の係数の特定化は第三ステージ
まで待たなければならない 13）。
　第三ステージでは、企業 が 期に市場から退出する確率（ ）が推計される。この確
率は、退出の有無を、一期前の状態変数（ と ）、一期前の proxy variable（
と ）および、それらの二次多項式を説明変数とする Probit モデルで推計し、そこから
予想される退出確率 である。
　最後に第四ステージでは、全ての状態変数の係数が特定化される。推計されるのは次の（8）
式である。
（8） 、
　左辺は、第二ステージの推計における「残差」である。 と は第二ステージで特定
化された労働と中間財の係数の推計値を表わす。また、 は産業の売上高の係数である。
推計式（8）において、 は未知関数であり、
として定義される。（8）式の未知関数 は、推計
に際しては、 、 、および、 に関する二次多項式で近似さ
れる。
13） 労働を動学要素として扱った分析には、Rizov and Walsh（2009, 2011）、Collard-Wexler and De 
Loecker （2013）がある。
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　状態変数（ と ）は、ともに 期に決定されているため、誤差項（ ）と
は相関を持たない。このことから、推計式（8）を非線形最小二乗法で推計して得られた係
数（ と ）の推計値は一致推定量となる。
　前述したように、労働が「状態変数」として扱われる場合には、労働、資本、および、企
業年齢の係数が第四ステージで推計される。その場合、推計式（7）の左辺は、
となり、右辺は、 となる。
そして、未知関数 は 、 、および、
に関する二次多項式で近似される。なお、労働が「状態変数」として扱われる場合には、
退出確率（ ）も前期の労働（ ）に依存する。
　ところで、Ackerberg et.al（2007）の推計方法には大きな問題が一つ残る。それは、生産
要素間の多重共線性の問題である。もし、生産要素間に多重共線性があるならば、第二ステ
ージで可変的生産要素の係数を特定化することは難しい。この問題は次のように説明される。
　第二ステージで可変的生産要素の係数が特定化されるためには、可変的生産要素には影響
を与えるが、他の状態変数（企業年齢、資本、および、観測されない生産性）とは無関係な
要因（例えば ）を見つけることが必要である。しかし、通常、このような要因（ ）
を見つけることは簡単ではない。そして、そのような要因（ ）を見出すことができなけ
れば、可変的生産要素と他の状態変数とは完全な多重共線性を引き起こしてしまう。これは、
可変的生産要素が他の状態変数の水準に依存して決定されるからである。
　Ackerberg et.al（2006）は、この問題に対して、二つの解決策を提案した。第一の解決策
は、可変的生産要素が「完全には可変的ではない」とする考え方である。この場合、可変的
生産要素の水準は 期ではなく、 期（ 期と 期の間のどこかの時期：
）に選択され、 期にその水準が確定されると仮定される。可変的生産要素は
 期の生産性（ と ）に依存するので（つまり、上述の の候補として、
と を選ぶことができるため）、係数を第三ステージで特定化することができる。
　第二の解決策は、可変的生産要素の係数を第二ステージで特定化することを放棄し、第四
ステージで他の状態変数と一緒に特定化することである。第四ステージでは、可変的生産要
素の操作変数として、その一期ラグ値（例えば ）が用いられる。
　本稿でもこれら二つの方法を試してみたが、第二の方法からは意味のある推計結果を得る
ことができなかった。具体的には、Wooldridge（2009）に倣い、GMM によって生産関数を
推計してみたが、全ての生産要素の係数が 1.5 を超える値になり、経済理論との整合性を保
つことができなかった。この理由から、以下の分析では、第一の解決策を踏襲することにした。
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2. 2　生産性指標
　企業レベルの生産性は、生産関数の推計結果に基づいて計算される。はじめに、R&D の
実施状況に応じて、全企業は、二つのタイプに分類しよう。第一のタイプは、観測期間に最
低一度は正の R&D を報告したことのある企業で、R&D Performers（ と表記）と呼ばれる。
この企業群には、全観測期間に正の R&D を報告する企業と、時々正の R&D を報告する企
業のいずれもが含まれる。厳密に言えば、全観測期間に正の R&D を報告する企業と、時々
正の R&D を報告する企業では性質が異なるが、ここでは二つのタイプを一括りにして取り
扱った 14）15）。
　第二のタイプは、全観測期間において一度も正の R&D を報告していない企業で、これら
を Non R&D Performers（ と表記）と呼ぶ。企業によっては、0 の R&D を報告している
場合がある。そのため、R&D の報告をしていない企業の R&D（欠損値）が 0 であるとは言
い切れないが、以下の分析では、欠損値は便宜的に 0 として扱った。
　二つのタイプの企業における生産関数の推計結果は表 3 に報告されている 16）。R&D 
Performers と Non R&D Performers のそれぞれの生産関数の推計結果は、表 3 の Model 
1－Model 6 に報告されている。表 3 の中で、Model 1－Model 4（Real case）は、企業に
おける現実 R&D の実施形態に基づいて生産関数を推計した場合に該当する。このうち、
R&D Performers の推計結果は Model 1 および Model 2 に示されている。一方、Non R&D 
Performers の推計結果は Model 3 と Model 4 にそれぞれ報告されている。
　前述したとおり、労働は可変的生産要素であるとともに動学的生産要素の側面も持つ。そ
こで、生産関数を推計する上でも、労働を可変的生産要素として扱った場合（表 3 の Static
に該当）と動学的生産要素として扱った場合（表3のDynamicに該当）の二つについて試みた。
　Model 5－Model 6 は、全ての企業が R&D を実施しなかったという想定（counterfactual 
case）－つまり全ての企業が Non R&D Performers であるという想定－の下で得られる生
産要素の各係数を示している。この場合にも、本稿では Static および Dynamic の二つの推
計を試みた。
　企業 が R&D Performers である場合、企業 の 期における内生的生産性ショックは（9）、
外生的生産性ショックは（10）、総生産性ショック（ と表記する）は（11）と表わす
14）Gonzalez et al.（2005）。
15） 時々正の R&D を計上する企業群だけについて生産関数を推計した場合、意味のある係数の推計値が得
られなかった。そこで、これらの企業は、全観測期間に正の R&D を報告する企業と一緒に推計するこ
とにした。
16） 各モデルでは産業ダミーを入れた推計も試みたがその場合、産業の生産高の係数が有意にはならなく
なる。このため、産業間の差異は産業の売上高で制御されていると解釈し、産業ダミーを省略した。
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ことができる。ここでハット（ ）は各パラメーターの推計値である。また、Scale-up 
Parameter（ ）は、需要の価格弾力性（ ）から逆算される（ 、 ）。
（9） 、
（10）
（11）
　一方、企業 が Non R&D Performers である場合には、企業 の 期における総生産性シ
ョック（ と表記する）は外生的生産性ショックだけとなり、それは（12）で表わさ
れる。
（12） 、
2. 3　集計生産性の分解 17）
　ここでは、企業レベルの生産性が集計レベルの生産性に及ぼす影響を考察する。はじめに、
Olley and Pakes（1996）に従い、 年における集計生産性（ ）を各企業の生産性（ ）
の加重平均と定義する（（13）式）。加重平均のウエイトには、各企業の売上高が産業全体の
売上高に占める比率（ ）を用いる。以下では（14）式を Olley and Pakes 分解と呼ぼう。 
（13）
（14）
　ここで、 は 年における産業内の企業数であり、 は産業の平均生産性である。また、
と は、それぞれ、 および で定義される。
Olley and Pakes 分解の第一項は、産業全体における平均生産性を示す。これに対して、第
二項は生産性とシェアとの共分散を示す。共分散の符号が正であれば、より生産性の高い企
業がより大きなシェアを市場で占めることを意味する。したがって、（14）式の右辺第二項は、
非効率的な企業から効率的な企業への「資源の再配分効果」を示していると解釈される。
17）集計生産性と資源の再配分に関する議論は、Petrin and Levinsohn（2005）を参照せよ。
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　次に、Collard-Wexler and De Loecker（2013）に従い、全企業を企業のタイプに基づい
て二分した上で、集計生産性の変化を考えてみよう 18）。二つの企業グループを考慮すると、
集計生産性（13）は、（15）式に書き改めることができる。
（15）
　ここで は企業のタイプ（X または Y）を表す。後述する実証分析では、企業を
企業規模、および、企業年齢に応じて二つのグループに分割する。（15）式の右辺第一項
内に現れる部分（ ）は、各企業グループについて（14）式で表わされる
Olley and Pakes 分解を行うことを意味する。 は、次式（16）が示すようにグルー
プ内企業における売上高シェアと生産性との共分散（Within Covariance）である。
（16）
　ただし、 および と定義する。ここで、
は先に定義したものと同一である。また は 年に各グループに属する企業数を
指す。したがって（17）式の右辺第一項は、二つのグループにおける Olley and Pakes 分解
の平均値となる。これに対して、（15）式第二項の は次式（17）で示される通り、各グ
ループ間に観察される売上高シェアと生産性との共分散である。
（17）
　ここで、 および と定義される。この項は、
二つのグループの間に観察される共分散（Between Covariance）を示し、この項が正であ
れば、より生産性の高いグループに多くの資源が再配分されていることを意味する。
　冒頭でも触れた通り、集計生産性は、新規企業の参入と非効率企業の退出によっても改善
される。上述した分解（式（15））は、企業の参入・退出効果を考慮していないという点で
は「静学的」な分解である。Melitz and Polanec（2012）は、Olley and Pakes（1996）の集
計生産性分解に、企業の参入・退出の効果を加味した定式化を提案した。これは、動学的 
Olley Pakes 分解（DOPD）と呼ばれ、次の（18）で示される。
18）式の導出については Collard-Wexler and De Loecker（2013）を参照せよ。
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（18）
　ここで、企業は、既存企業（Incumbent：IN）、新規参入者（Entrant：EN）、および、退
出者（Exiters：EX）に分類される。既存企業は、観測期間（2001 年から 2011 年）にデー
タの得られる企業を言う。新規参入者は、2002 年以降に初めてデータが利用可能となる企
業を指す。新規参入者は、参入の翌年からは既存企業となる。退出者は、観測期間内に市場
から退出した企業を言う。
　Collard-Wexler and De Loecker（2013）は、10 年を観測の幅（窓）として動学的な集計
性分解を行った。これに対して、本稿では観測期間が短いことを理由に、毎年の変化を計測
した。
2. 4　データ
　実証分析には、企業レベルのデータと産業レベルのデータを用いる。企業レベルのデータ
は、東洋経済新報社『会社財務カルテ CD-ROM 2012 年度版』（以下、財務カルテ）に依拠
する。財務カルテは、有価証券報告書に基づいて作成された財務データであり、証券業と保
険業を除く全産業を対象としている。財務カルテに収録されているのは、わが国の上場企業
4,715 社の 11 期分（2001 年 4 月期から 2011 年 3 月期まで）の財務データである 19）。
　財務カルテには、各企業について「連結決算」ベースと「単独決算」ベースの財務データ
が収録されている。本稿では、各企業における「単独決算」データを利用することにした。
その理由として、第一に「単独決算」のほうが、設備投資額と研究開発費のデータを多く含
んでいること、第二に、単独決算には「年間平均給与」および「原材料」「経費」に関する
データが含まれること、の二つの理由による。後述するように、「年間平均給与」は労働の
変数を作成する際に用いる。また、原材料と経費は、中間財の代理指標として用いる。
　「単独決算」ベースのデータには、変則的なデータを持つ企業が含まれるため、何らかの
調整（正規化）が必要となる。ここで変則的なデータを含む企業とは、（a）観測期間中に決
算期を変更している企業、（b）ある年度の決算月数が 12 か月に満たない、または 12 か月
以上となっている企業、（c）同じ決算期に複数の決算を報告している企業、を指す 20）。正規
19） 財務カルテに収録されているのは、東証・大証・名証（各一部・二部）、札幌証券取引所・福岡証券取引所、
および、JASDAQ（スタンダードおよびグロース）に株式上場した企業である。
20） 決算期は企業によって異なっており、最も多いのは 3 月期決算企業のデータである。決算期のばらつ
きに関しては、調整すべきであるという見解がある。具体的には、12 月期決算期企業の財務データを
3 月期決算に再計算するという意味である。しかし、決算期の決定は、企業属性や産業属性に依存する
可能性がある。これは、例えば、公的機関との取引の多い企業では年度末決算（3 月期決算）が多く、
小売業では、百貨店等の閑散期にあたる 2 月を決算期に選ぶ企業が多いといった事情である。このよ
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化の方法として、本稿では、以下の手順を踏んだ。まず、（a）については、決算期変更後か
ら直近までのデータを利用することにした。次に、同じ決算期に複数の決算を報告している
企業（（b）と（c））については、12 か月の決算値を利用することにした。
　実証分析に用いるのは、各企業における、売上高、期末従業員数、年間平均給与、原材料、
経費、無形固定資産、設備投資額、研究開発費、および、設立年月日、の 9 種類のデータである。
そして、最終的に実証分析の対象となるのは、これら 9 種類のデータの一部、または、全て
を抽出することができる企業 4,490 社である。業種別、年別に見たサンプル企業数は、それ
ぞれ、表 1（1）および（2）に報告されている。
　産業レベルのデータは、経済産業研究所が公開する『JIP Data Base 2012』に依拠した 21）。
JIP Data Base には 107 部門について 1970 年から 2009 年までの 40 年間のデータが収録さ
れている。このうち、本稿では、部門別産出額（名目および実質）、部門別中間投入（名目
および産出）、および、部門別投資フロー（名目および実質）の各データを抽出し、これら
のデータに基づいて、各部門における産出、中間投入、および、投資財のそれぞれに対する
デフレーターを算出した。
　JIP Data Base は、産業連関表基本分類（1995 年）、日本標準産業分類（細分類）、および、
国際標準産業分類に基づいて 107 の部門に分類されている。一方、財務カルテは東証 33 分
類に基づいて作成されている。そこで、東証 33 分類と JIP Data Base の 107 分類との照合
作業を行い、東証 33 分類の各部門に対する部門別データを作成した。
　前述したように、『JIP Data Base 2012』の収録期間は 1970 年から 2009 年であるのに対
して、財務カルテの収録期間は 2001 年度から 2011 年度である。このため、2010－2011 年
度の部門別データを『JIP Data Base 2012』から得ることができない。そこで、本稿では、
1973 年から 2009 年のデータに基づき、ベクトル自己回帰モデル（VAR）を使って、各部門
における 2010 年－2011 年の「予測値」を得た。
　推計に用いられる企業レベルの変数は、以下のように作成された。はじめに、労働（ ）
は、「年間平均給与×期末従業員数」として定義し、この値を消費者物価指数で実質化した。
消費者物価指数には総務省統計局が公表する「消費者物価指数（総合：年）」の値を用いた。
　資本ストック（ ）は、恒久棚卸法を仮定し、資本蓄積方程式（ ）
に従って形成されるものとした。ここで、 は、企業 における 期の設備投資額で
あり、投資財価格デフレーターで実質化されている。部門別減価償却率（ ）は、『JIP 
うな事情を無視して、無理に決算期を統一することは必ずしも合理的とは言えない。この理由から、
今回の分析では企業間に見られる決算期のばらつきを調整することは見送った。
21） http://www.rieti.go.jp/jp/database/JIP2012/（経済産業研究所）：JIP Database における各変数の作成
方法については深尾・宮川（2008）に詳細な解説が示されている。
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Data Base 2012』に収録されている部門別の実質「純」資本ストックと実質投資フロー額の
値を用いて逆算した。なお、その他の産業レベルデータと同じ理由で、減価償却率（ ）に
ついても、2009 年－2010 年の値は、VAR によって推計された「予測値」を使った。
　一方、資本の稼働率に関しては、『JIP Data Base 2012』からは 1973 年から 2004 年まで
のデータしか抽出できなかった。この場合、他の産業レベルデータと同じように VAR を用
いて予測したとしても、予測期間が長い（予測期間は 2005 年から 2011 年）ために「予測値」
が不正確になることが危惧される。また、一部の産業では、多重共線性により「予測値」を
得ることができなかった。以上二つの理由から、本稿では、資本ストックを推計する際に、
資本稼働率は考慮しないことにした。
　資本ストックの推計に際して、初期値（ ）は、 として計算した。初
期値をこのように計算するためには、減価償却率 と投資成長率（ ）が、観測期間内で
一定の値を取ることが必要となる 22）。投資成長率については、1）観測期間が 11 年とそれほ
ど長くないこと、2）最初の 2－3 年の期間平均を計算すると負の値が多くなること、の二つ
の理由から、観測期間の平均値（全期間：例：観測期間が 11 年の企業は 11 年間の平均値、
観測期間が 5 年の企業は 5 年間の平均値）を用いることに大きな問題はないと考えた。また、
減価償却率についても、観測期間中に技術進歩により、機械設備が急激に陳腐化する可能性
（したがって、減価償却率が急激に増加すること）は無視できないが、便宜的に、観測期間
の平均値を用いることにした。 
　中間財（ ）は、「原材料費と経費の合計」を中間投入デフレーターで実質化した値の
自然対数値として定義した。また、企業年齢（ ）は、企業設立から現在（2011 年 3 月末
現在）までの経過年数として定義される。さらに、 は研究開発費（自然対数値）、 は、
無形固定資産額（自然対数値）を表わす 23）。研究開発費は、中間投入デフレーターで除され
ている。一方、無形固定資産の場合には、適切なデフレーターを見出すことが難しいため、
名目額をそのまま用いることにした。
　最後に、産業別平均価格（ ）は、『JIP Data Base 2012』から得られた産出デフレータ
ーの対数値、産業別売上高（ ）は産業別産出（名目）の対数値である。表 2（1）－（3）
には、全サンプル、R&D Performers、および、Non R&D Performers に関する基本統計量
がそれぞれ示されている。
22）Hall（2007）
23） Ackerberg et.al（2007）は技術指標として特許データの利用を提案している。今回の分析では、企業
別の特許件数（申請・登録）データを集めることができなかった。そのため、技術指標として無形固
定資産データを用いることにした。
113
関西大学『経済論集』第64巻第2号（2014年9月）
46
３．推計結果
3. 1　生産関数
　表 3 の推計結果（Model 1 と Model 2）を見ると、R&D Performers における内生生産性
（ ）の係数は、Static および Dynamic のいずれの場合においても、正で有意であること
がわかる。予想通り、R&D を通じて高められた内生生産性は、売上高を向上させることが
示された。また、労働と中間財の係数も予想される符号を示し、その有意性も高いことが知
られる。しかし他方、企業年齢の係数の推計値は統計的に有意な数値を示さなかった。また、
資本の係数も Static（モデル 1）の場合には有意な値となっていない。企業年齢は、企業が
事業の継続を通じて得た経験を測るが、この効果は、労働の質の向上（熟練）や資本の効率
的な稼働（稼働率の向上）など、観測されない「質の向上」として、労働や資本の係数に吸
収されていると考えられる。
　Non R&D Performers の推計結果は、R&D Performers と同じような傾向を持つ。ここで
も、資本、労働、中間財の係数はStatic、Dynamicのいずれの場合にも正で有意である。しかし、
企業年齢の係数は有意とはならなかった。
　表 3 で得られた各係数の推計値は企業レベルの生産性を推計するために用いられる。企業
の生産性は、R&D を実施している場合には、（11）式で計算され、R&D を実施していない
場合には（12）式で計算される。以下では、このようにして推計された企業レベルの生産性
を用いて、集計生産性の分解を行う。そこでの主な関心は、異なる企業グループ内（Within）
および企業グループ間（Between）で資源はどのように再配分されるか、という点である。
その際、R&D は、企業グループ内・企業グループ間の資源の再配分にどのような影響を与
えるのか－促進するのか阻害するのか－を、現実の場合と仮想的な場合の比較を通じて検討
する。
　前述したように、本稿では、二つの指標を用いて企業をサブグループに分割する。第一の
指標は企業規模であり、第二の指標は企業年齢である。はじめに、企業規模によるサンプル
の分割について触れる。
3. 2　静学的分解：企業規模　
　本稿では、サンプル企業を、各年の期末従業者数に従い、中小企業と大企業とに分割する。
分割の基準となるのは、中小企業基本法第二条である。中小企業基本法では、業種によって、
中小企業の定義を変えているが、ここでは分析を単純にするために、「従業員数が 299 人以
下の企業を中小企業、それ以外の企業（従業員数が 300 人以上の企業）を大企業」と分類す
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ることにした。
　また、サンプル企業には、観測期間（2001－2011 年）内で、中小企業から大企業へ（あ
るいはその逆）に変わった企業が見られた。これらの企業も、分析を単純にする理由から、
分析の対象から外した。
　表 4（1）には、中小企業および大企業の生産性に関する基本統計量が示されている。また、
表 4（2）には、中小企業と大企業の生産性に関するノンパラメトリック分析の結果が要約
されている。以下順番に結果を見ていこう。
　表 4（1）の中の と は、それぞれ、労働を可変的生産要素（Static：S）とし
た場合、および、労働を動学的生産要素（Dynamic：D）として生産関数を推計した場合の、
生産性の推計値を示す。同様に、 と は、それぞれ、仮想的なケースにおいて、
労働を可変的生産要素とした場合、および、労働を動学的生産要素として生産関数を推計し
た場合の、生産性の推計値である。なお、 の基本統計量は、R&D Performers と Non 
R&D Performers とを一緒にして計算している。残る三つの生産性指標についても同様であ
る。
　表 4（1）から、大企業の生産性は、平均的には、中小企業の生産性よりも高いが、生産
性のばらつき（標準偏差）は、中小企業のそれよりも小さいことが観察される。この点を
詳細に分析したのが、表 4（2）に結果が示されるノンパラメトリック分析である。二つの
グループにおいて、生産性の分散に有意な差異があるかどうかを検定した結果は Standard 
Deviation Test に報告されている。また、両グループにおいて生産性の平均値に有意な差異
が見られるかどうかを検証した結果は、t 検定の結果として報告されている。これら二つの
検定結果からは、大企業の生産性は、平均的に中小企業のそれより高く、また、生産性の分
散も大企業のほうが高いことが確認される。
　二つのグループの間で生産性の分布が有意に異なっているかどうかは、Kolmogorov-
Smirnov 検定によって確認される24）。KS検定は二つのグループの経験分布の間に有意な差異
があるかどうかを検定する。最初の一列は、中小企業（Group 0）が Smaller group である場合、
つまり、中小企業（Group 0）が、大企業（Group 1）よりも多くの小さな値を含むかどう
かを検定している。これは、Group 0 の累積分布が Group 1 の累積分布の上側（左側）に位
置しているかどうかを調べることを意味する。
　表 4（2）の Difference は二つのグループの累積分布に見られる最大差異である。第 2 行
の場合、Difference の値は 0.3091 であり、これは二つのグループの累積分布の間に見られる
最大差である。もしこの差異が統計的に有意であれば、Group 0 の累積分布は Group 1 のそ
24）KS 検定の応用方法として Delgado et al.（2002）を参考にした。
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れの上方（左側）に位置することになる。そして、その事実は、Group 0 が小さな値をより
多く含むことを意味する。
　ところで Difference の値に対する P 値は 0.000 であるから、二つの累積分布に有意な差異
がないという確率（つまり二つの累積分布が同一である確率）は 0.000 である。以上から、
Group 0 と Group 1 の累積分布が同一であるとする仮説は棄却され、しかも、Group 0 に小
さな値がより多く含まれることが支持された。
　次の行には、正反対の場合（Group 1 が smaller group の場合）が検討されている。そこ
では、Group 1 に小さな値がより多く含まれるかどうか、あるいは、Group 1 の累積分布が
Group 0 の累積分布の上方に位置しているかどうか、が検討されている。この場合、二つの
累積分布の間に見られる最大差は -0.007 であり、この値が統計的にゼロに等しい確率（P 値）
は 0.95 である。これは Group 1 の累積分布が Group 0 の累積分布の上方（左側）に位置す
る可能性がないことを意味している。
　二つの KS 検定の結果を総合すると、二つのグループの累積分布は同一ではないこと、そ
して、Group 1 の累積分布は Group 0 の累積分布よりも下側（右側）に位置していること
（Group 1 の累積分布には、大きな値がより多く含まれていること）が示される。以上から、
大企業の生産性は、平均・分散・分布のいずれの点からも、中小企業の生産性を上回ること
が確かめられた。
　表 5（1）には、集計生産性を Collard-Wexler and De Loecker（2013）に倣って分解した
結果が報告されている。表 5（1）は、現実の R&D 実施状況に基づいて生産関数を推計した
場合で、かつ、労働を静学変数として扱った場合の分析結果が報告されている。一方、表 5（2）
には、仮想的な状況を想定して生産関数を推計した場合で、かつ、労働を動学変数として扱
った場合の分析結果が報告されている。以下では、これら二つの表を比較検討して行こう。
　表 5（1）によれば、年によって若干の変動はあるが、集計生産性の約 3 割が二つのグル
ープ間の資源再配分（ ：Between 効果）に分解されることがわかる。表 4（2）のノンパ
ラメトリック分析の結果から、大企業の生産性は中小企業の生産性よりも高いことがわかっ
ているので、表 5（1）の結果は、資源が生産性の低い中小企業から生産性の高い大企業に
再配分されていることを示唆している。しかし、同時に、資源の再配分は各グループの中で
も生じている。表 5（1）中の は、生産性の低い大企業から生産性の高い大企業への
資源の再配分効果を示す。同様に、 は、生産性の低い中小企業から生産性の高い中
小企業への資源の再配分効果を示す。
　大企業の場合、資源再配分効果は全 Within 効果の約 60% を、また、中小企業の場合には、
は全 Within 効果の約 40% を占めている。これらの結果から、大企業群の中では、
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より生産性の高い企業へ資源が移動しており、その効果は中小企業群内よりも大きいことが
推察される。
　これに対して、平均生産性は、全企業（ ）、大企業（ ）、および、中小企
業（ ）のいずれの分類においても、同じ動きを見せている；平均生産性は、2000 年
代初頭にはいったん低下傾向に転じるが、2004 年以降は上昇傾向を示している。そして、
2007 年には 2001 年の水準を上回ることが観察される。
　表5（2）は仮想的な場合における集計生産性の分析結果を示す。ここで、仮想的な場合とは、
全ての企業が R&Dを実施しないと仮定した場合を指す。仮想的な結果（表 5（2））と現実
の結果（表 5（1））を比較すれば、R&Dが集計生産性に及ぼす影響を考慮することができる。
　はじめに、R&Dの有無が集計生産性をどの程度変化させるのかを確認しよう。表 5（2）
の全ての値は、2001 年における現実の集計生産性の値で基準化されている。参考までに、
表 5（2）の右から 2列目には、仮想的な状況を想定した場合に得られる集計生産性が、また、
右端の列には、現実の状況を想定した場合に得られる集計生産性が、それぞれ報告されてい
る。
　表 5（2）第二列の集計生産性を見ると、現実の集計生産性は仮想的な集計生産性の 4－5
倍の規模であることが確認できる。この比較から、R&Dが集計生産性を向上させる効果は
非常に大きいことが示唆される。次に、仮想的な経済における資源の再配分効果を検討して
行こう。
　表 5（2）において、各グループ間で観察される資源再配分効果（ ：Between 効果）は、
集計生産性向上の大部分を占めている。ただし、表 4（2）が示すように、仮想的な場合には、
大企業の生産性と中小企業の生産性との間に有意な差異は見出せない。これは、t 検定およ
びKS検定の結果が、両グループの平均値と分布に明白な差異を認めていないことによって
裏付けられる。したがって、各グループ間で観察される資源再配分効果は、どちらのグルー
プからの資源移動なのかは明確ではない。
　一方、各グループ内での資源再配分も正の値を示していることから、R&Dはなくても、
生産性の低い企業から高い企業への資源再配分は観察されることがわかる。この点について、
大企業内での資源再配分は、大企業の集計生産性の約 45%を占めるのに対して、中小企業
内で起こる資源再配分効果は、中小企業の集計生産性の約53%を占めている。この結果から、
R&Dの有無は、グループ間の資源再配分にはそれほど大きな差異をもたらさないと言える。
　したがって、R&Dの効果は、もっぱら、各グループにおける平均生産性の向上効果に表
れている。表 5（1）と（2）を比べると、Within 効果（ ）は、R&Dがある場合には、
R&Dがない場合の 10 倍強を示す。R&Dが平均生産性を向上させる効果は、とりわけ、大
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企業において顕著である。表 5（1）と（2）を比較すると、 の値は、前者では後者の
約 4 分の 1 となっている。中小企業においても、平均生産性は R&D の存在によって約 2 倍
になっている。以上の結果を要約すると、R&D は各グループにおける平均生産性（
および ）を大きく改善することによって、集計生産性を向上させることがわかる。
　表 5（3）と（4）には、労働を動学的生産要素として扱った場合の集計生産性分解の結果
が記されている。表 5（3）（4）を比較する前に、表 4（2）のノンパラメトリック分析の結
果を確認しておこう。表 4（2）のノンパラメトリック分析によれば、動学的な場合、大企
業の生産性は、平均値・分散・分布のいずれの指標においても、中小企業の生産性を上回る
ことが確認される。そして、この結論は、現実の場合と仮想的な場合の双方に成立すること
が明らかとなる。
　表 5（3）には現実の場合が、表 5（4）には仮想的な状況における集計生産性の分解結果
が報告されている。表 5（4）の各値は、表 5（3）に示されている 2001 年の集計生産性（現
実の値）で基準化されている点は先程と同様である。また、表 5（4）には、現実の集計生
産性と仮想的な集計生産性のそれぞれの値が各年について報告されている。
　はじめに、表 5（3）の推計結果を確認しよう。集計生産性の 30％程度は企業グループ間
の資源再配分で表されている。このことは、生産性の低い中小企業から生産性の高い大企業
へと資源が再配分されていることを示唆している。一方、各グループ内でも資源の再配分は
行われている。大企業内では集計生産性向上の 60％以上が資源再配分によって実現されて
いる。また、中小企業においては、30％程度が資源再配分効果である。
　次に仮想的な状況（表 5（4））と比較したうえで、R&D の効果を検討してみよう。表 5（4）
から、集計生産性の水準は R&D が実施される場合の約 7 割にとどまることが知られる。こ
の結果からも、R&D の生産性向上効果は決して小さくはないことがわかる。一方、R&D は、
各グループ内の平均生産性を向上させることを通じて、集計生産性を向上させていることが
わかる。これらの結論は静学的な分析と同じである。
3. 3　静学的分解：企業年齢
　次に、企業年齢の差異が集計生産性に及ぼす影響を考察する。ここでは企業年齢にしたが
って、サンプル企業を成熟企業と老齢企業に二分割する。サンプルを分割する基準には、サ
ンプル企業の年齢の中位値（62 歳）を用いた。したがって、どちらのグループに属する企
業も決して若い企業とは言えない点に留意すべきである 25）。
25） 企業年齢で分割する場合、企業年齢が下位 1％（最も若いグループ）に属する企業の境界年齢が 12 年
であった。これは、本稿の依拠するデータが上場企業のデータであることに関わっている。
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　はじめに、二つのグループに関するノンパラメトリック分析の結果を確認しておく。表 4
（3）（4）には二つのグループにおける基本統計量と各検定結果が報告されている。表 4（3）
から現実の場合・仮想的な場合とも、老齢企業の生産性は、平均的には、成熟企業の生産性
を上回ることが知られる。この点をノンパラメトリック分析で確認した結果が表 4（4）で
ある。現実の場合・仮想的な場合ともに、老齢企業の生産性は、平均値・分散のいずれの点
でも、成熟企業の生産性よりも高いことが確認される。ただし、現実の場合でかつ静学的な
場合には、KS 検定の結果は必ずしも明確ではない。
　以上の結果を踏まえて、集計生産性の分解結果を調べて行こう。表 5（5）と（6）には、
静学的な場合（労働を可変的生産要素として扱った場合）の推計結果が出ている。表 5（5）
によれば、成熟企業群と老齢企業群との間で観察される資源の再配分効果は小さいことがわ
かる。これは、成熟企業と老齢企業との間に見られる生産性の格差が、中小企業－大企業間
に見られる生産性格差ほどは大きくはないことによる、と推察される。しかし、各グループ
内での資源再配分は活発である。表 5（5）の および を見ると、ともに、集
計生産性の 60% 以上を占めることがわかる。
　表 5（6）には仮想的な状況を想定した時の集計生産性の分解結果が記されている。先述
した分析結果通り、R&D は集計生産性を拡大させることが確認できる。つぎに、グループ
間の資源再配分効果を見ると、表 5（5）に比べて Between 効果（ ）が大きくなっている。
この結果は次のように解釈できる。R&D がない場合には、生産性の低い成熟企業から生産
性の高い老齢企業に資源が移動する。しかし、R&D が実施されると、成熟企業の生産性が
向上するため、各グループ間の生産性格差が縮小し、Between 効果は小さくなる。
　しかし同時に R&D は、各グループ内の R&D 実施企業と非実施企業との生産性格差をも
たらし、それらの間で資源再配分を促進することが予想される。この点は、R&D がある場
合と各グループ内の Between 効果（ および ）が、仮想的な場合のそれらよ
りも大きいことから示唆される。表 5（7）と（8）は動学的な場合について集計生産性を分
解した結果である。ここでも静学的な場合と同じ傾向が観察される。
3. 4　動学的分解
　企業の参入・退出効果を考慮した場合、集計生産性の分解結果は、表 6（1）－（6）に示さ
れている。表 6（1）－（5）は現実の場合についての分解結果であるのに対して、表 6（6）は
仮想的な場合を想定して集計生産性を分解した結果を示している。なお、仮想的な場合につ
いては、紙面制約の都合で、全企業を対象とした結果のみを報告した。
　表 6（1）を見ると、いくつかの事実が明らかとなる。第一に、退出企業の平均生産性は
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既存企業の平均生産性よりも低い。この点は先行研究でも確認されている通りであり、市場
から淘汰される企業は、平均的には、既存企業よりも非効率な企業である。第二に、新規参
入者の生産性も、既存企業より低い。これも理論分析（Erikson and Pakes（1995））が予想
する通りである。新規参入者は、市場参入後に生産性を向上させると考えられる。第三に、
新規参入者と退出者の生産性を比較すると、どちらの生産性が高いかについて明確な結論を
得ることができなかった。ただし、表 6（1）を見る限りでは、退出企業のほうが新規参入
者よりも生産性が高いことが知られる。
  
４．おわりに
　本稿では、わが国の企業約 3,700 社の 11 年間（2001－2011 年）のデータを用いて、R&D
と生産性との関係について実証的に考察した。ここでは、特に、R&D が企業間の生産性
格差にどのような影響を及ぼすのか、という論点を検討した。実証分析では、はじめに、
R&D に依存する内生的生産性を明示的にモデルに組み入れた生産関数を推計した。続いて、
生産関数の推計結果を用いて企業別の生産性を推計した。本稿では、R&D の実施状況に応
じて、企業を 2 タイプ（R&D Performer、および、Non R&D Performers）に分類し、そ
れぞれの生産関数を推計した。そして、生産関数の推計結果は、これら 2 タイプの企業の生
産性を計算する際に用いた。
　そのうえで、本稿では、R&D が集計生産性に及ぼす効果を検討した。集計生産性は先行
研究に倣い、企業グループ間の共分散と、各グループの集計生産性（平均値）に分割される。
各グループの集計生産性は、さらに、平均生産性とグループ内企業の共分散に分割される。
はじめに、サンプル企業を企業規模に応じて、中小企業と大企業とに分割し、各グループ間・
グループ内の資源再配分を検討した。分析の結果、資源は生産性の低い中小企業から生産性
の高い大企業へと再配分されていることが確認された。また、資源は、各企業グループ内で
も、生産性の低い企業から生産性の高い企業へと再配分されることがわかった。
　次に、本稿では、R&D が集計生産性に及ぼす効果を検討するために、仮想的な状況と実
際の状況を比較することにした。ここで仮想的な状況とは、全ての企業が R&D を行わない
と仮定した場合に相当する。推計結果によれば、R&D は、集計生産性を 1.3－5 倍程度拡大
することが明らかになった。この結果から、R&D の生産性向上効果は決して小さくはない
ことが示唆される。また、R&D は、大企業群の生産性を大きく向上させることもわかった。
しかし他方、各企業グループ間で起こる資源再配分は、R&D の有無とはあまり関係がない
ことも知られた。
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　同じ分析は、サンプル企業を、企業年齢の中位値に基づいて、成熟企業と老齢企業に二分
した場合にも適用された。成熟企業と老齢企業との間の生産性格差は、中小企業と大企業と
の間に見られる生産性格差ほどは顕著ではない。このため、両グループ間の資源再配分効果
はそれほど大きくなかった。しかし、R&D は、各グループ内の企業間で資源再配分を促進
する一面を持つことが確認された。
　本稿を結ぶに当たり、今回は十分に議論できなかったいくつかの点に言及することにした
い。第一に、本稿では、参入企業と退出企業のそれぞれが、集計生産性に与える効果を十分
に考慮することができなかった。企業の参入は集計生産性を向上させる一方、衰退企業の退
出も集計生産性を改善する。現政権では、今後、産業の開業率と廃業率を現在の二倍にす
ること（現在の 4.5% 程度から 10% 台に上昇させること）が検討されている 26）。企業の参入・
退出が産業の集計生産性向上にどの程度寄与するのかを数量的に把握することは大変興味深
い。この問題については、本稿で一部推計を試みたが、明確な結論を見出すことができなか
った。したがって次回以降の課題としたい。
　第二に、本稿では、企業年齢の相違が集計生産性に及ぼす効果を十分に考慮することがで
きなかった。本稿では、成熟企業と老齢企業との間の資源再配分効果を検討したが、より強
い関心があるのは、創業間もない企業と成熟企業との間に生じる資源配分効果である。本稿
では上場企業のデータを用いたため、若年企業のサンプルを十分に集めることができなかっ
た。創業間もない企業が産業の生産性に与える効果を調べる場合には別のデータソースを探
す必要があるだろう。
　第三に、本稿では産業間の資源再配分効果を調べることができなかった。産業間の近さ（距
離）が均等ではないことは、産業間の取引の程度や技術特性からも想像できる。例えば、産
業連関表によれば 27）、繊維製品を生産するために投入される中間財の 26.3% は繊維製品であ
り、11.0% は化学製品である。一方、化学製品を生産するために投入される中間財の 32.8%
は化学製品、7.5% は石油・石炭製品である。したがって、特に結びつきの強い産業をいく
つか選び、それらの産業の間に生じる資源再配分効果が R&D によってどのような影響を受
けるのかを調べることも興味深い論点である。
　最後に、本稿では R&D が生み出す知識のスピルオーバーが集計生産性に及ぼす効果を数
量的に把握することができなかった。企業の R&D はその企業自身の生産性を高めるが、同
時に別の企業の生産性をも向上させる可能性がある。そして、他の企業からどの程度のス
ピルオーバーを受けることができるのかは、企業の R&D 水準に依存する。この意味で、ス
26）中小企業白書（2014）pp. 226
27）総務省（2005）産業連関表（http://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/data/io/index.htm）
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ピルオーバーが集計生産性に与える効果を数量的に捉える場合には、企業間の相互依存関
係を明示的にモデル化した枠組みを使う必要がある。寡占市場における動学的実証分析は、
Erikson and Pakes（1995）以降、急速に拡大しつつある分野である。
　以上、解決すべき課題は少なくないが、これらの問題はデータの利用可能性が広がる他日
を期したい。
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表 1（1）サンプル企業数（業種別）
業種分類 企業数 業種分類 企業数 業種分類 企業数
水産・農林業 13 鉄鋼 68 空運業 9
鉱業 13 非鉄金属 53 倉庫・運輸関連業 49
建設業 280 金属製品 118 情報・通信業 437
食料品 175 機械 299 卸売業 451
繊維製品 92 電気機器 360 小売業 493
パルプ・紙 37 輸送用機器 129 証券、商品先物取引業 28
化学 251 精密機器 60 その他金融業 59
医薬品 68 その他製品 132 不動産業 176
石油・石炭製品 16 電気・ガス業 25 サービス業 462
ゴム製品 22 陸運業 78 合計 4,554
ガラス・土石製品 81 海運業 20
表 1（2）サンプル企業数（年別）
年 企業数 年 企業数 年 企業数 年 企業数
2001 3,337 2004 3,524 2007 3,827 2010 3,602
2002 3,456 2005 3,632 2008 3,808 2011 3,506
2003 3,497 2006 3,716 2009 3,721 平均 3,602
表 2（1）基本統計量（全サンプル）
変数 観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値
売上高 39,610 107,748.6 449,007.9 -614 1.23E+07
期末従業者数 39,584 1,132.709 3,314.36 0 121,525
年間平均給与 39,535 5.712517 1.401356 0.005182 23
原材料と経費 27,101 60,764.98 247,722.6 -3606 9,061,988
無形固定資産 39,269 2,040.351 15,776.07 0 705,333
設備投資額 38,379 4,900.027 27,680.29 -6687 1,063,869
研究開発費 23,449 4,439.777 26,504.7 0 818,509
企業年齢 39,626 47.59511 23.26845 0 130
 （単位）期末従業者数は人、企業年齢は年、それ以外は 100 万円
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表 2（2）基本統計量（R&D Performers）
変数 観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値
売上高 25,186 131,102.3 532,052.3 -614 1.23E+07
期末従業者数 25,170 1,387.854 3,677.722 0 71,567
年間平均給与 25,141 5.899595 1.28126 0.005182 23
原材料と経費 21,516 70,893.84 274,810.4 2 9,061,988
無形固定資産 25,056 2,421.469 18,707.54 0 705,333
設備投資額 24,733 5,448.633 29,155.16 -6,687 1,046,623
研究開発費 23,425 4,444.326 26,517.89 0 818,509
企業年齢 25,191 52.31559 22.33692 0 130
 （単位）期末従業者数は人、企業年齢は年、それ以外は 100 万円
表 2（3）基本統計量（Non R&D Performers）
変数 観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値
売上高 14,424 66,970.460 238,209.100 1 9,001,281
期末従業者数 14,414 687.171 2,497.369 0 121,525
年間平均給与 14,394 5.386 1.536 0.299 19.174
原材料と経費 5,585 21,743.920 70,165.950 -3,606 980,981
無形固定資産 14,213 1,368.479 8,365.497 0 282,020
設備投資額 13,646 3,905.693 24,754.510 -128 1,063,869
研究開発費 24 0 0 0 0
企業年齢 14,435 39.357 22.558 0 124
 （単位）期末従業者数は人、企業年齢は年、それ以外は 100 万円
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表 3　推計結果：生産関数
Real Case Counterfactual Case
R&D Performers Non R&D Performers Non R&D Performers
Static Dynamic Static Dynamic Static Dynamic
Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 Model 5 Model 6
企業年齢
.0055
（.1071）
.0058
（.0051）
.0057
（.3672）
.0131
（.8983）
.0004   
（.6644）
.0034 
（.9931）
資本
.0069
（.0253）
.0750***
（.0167）
.1197***
（.0372）
.0649**
（.0284）
.0771*
（.0395）
.0603***
（.0096）
労働
.4530***
（.0238）
.2343***
（.0314）
.5028***
（.0370）
.2552***
（.0637）
.5143***
（.0183）
.2765***
（.0363）
中間財
.3390***
（.0222）
.3290***
（.0224）
.2423***
（.0283）
.2364***
（.0282）
.3029***
（.0185）
.2970***
（.0188）
産業売上高
.1180***
（.0197）
.1064***
（.0204）
.3382***
（.0354）
.3363***
（.0349）
.1694***
（.0158）
.1637***
（.0160）
Omega 1
.1352**
（.0616）
.1569***
（.0496）
－ － － －
時間ダミー
.0015
（.0016）
.0003
（.0016）
–.0031
（.0044）
–.0024
（.0041）
–.0017***
（.0016）
–.0010
（.0016）
Exit Option YES YES YES YES YES YES
観測数 22,644 22,644 13,418 13,418 37,727 37,727
企業数 2,731 2,731 1,750 1,750 4,490 4,490
 （注） R&D Performers とは、観測期間に正の R&D を報告している企業グループを言う。これに対して、
Non R&D Performers は、全観測期間に R&D を報告していない企業（または、0 の R&D を報告して
いる企業）を指す。Static とは、労働を可変的生産要素と考えた場合であり、Dynamic とは、労働を
動学的生産要素として扱った場合を指す。また、Real case は、実際のデータを用いて推計した場合を
指し、Counterfactual case は、全ての企業が R&D を行わなかったという仮想的な状況を想定したう
えで、生産関数を推計した場合に対応する。カッコ内の数値は標準誤差を示す。標準誤差は 500 回の
繰り返し計算（Bootstrap 法）によって得られた。また、 * 、**、*** は、それぞれ、p ＜ 0.1、p ＜ 0.05、
p ＜ 0.01 を示す。
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R&Dと生産性―集計生産性と企業規模・年齢―（古賀）
表
 4
（
1）
企
業
規
模
：
基
本
統
計
量
L
ar
ge
 fi
rm
s
Sm
al
l fi
rm
s
変
数
観
測
数
平
均
標
準
偏
差
最
小
最
大
観
測
数
平
均
標
準
偏
差
最
小
最
大
ψ（
S）
14
,1
82
4.
90
2 
6.
02
3 
0.
00
2 
11
8.
27
0 
9,
76
4
2.
91
8 
4.
97
1 
0.
00
1 
21
6.
30
7 
ψ（
D
）
14
,1
82
29
.9
91
 
37
.6
28
 
0.
01
8 
74
7.
77
6 
9,
76
4
12
.4
75
 
19
.3
35
 
0.
00
5 
75
5.
73
9 
ψ（
S）
_c
14
,5
06
1.
33
1 
1.
92
4 
0.
18
8 
45
.4
63
 
10
,4
00
1.
29
4 
2.
51
0 
0.
01
8 
12
9.
63
1 
ψ（
D
）_
c
14
,5
06
20
.9
98
 
32
.8
31
 
1.
98
0 
98
2.
80
8 
10
,4
00
10
.5
52
 
18
.6
58
 
0.
05
4 
52
7.
52
7 
 （
注
）
 ψ（
S）
と
ψ（
D
）は
、
そ
れ
ぞ
れ
、
労
働
を
可
変
的
生
産
要
素
と
し
た
場
合
、
お
よ
び
、
労
働
を
動
学
的
生
産
要
素
と
し
て
生
産
関
数
を
推
計
し
た
場
合
の
、
生
産
性
の
推
計
値
で
あ
る
。
同
様
に
、
ψ（
S）
_c
と
ψ（
D
）_
c
は
、
そ
れ
ぞ
れ
、
仮
想
的
な
ケ
ー
ス
（
co
un
te
rf
ac
tu
al
 c
as
e）
に
お
い
て
、
労
働
を
可
変
的
生
産
要
素
と
し
た
場
合
、
お
よ
び
、
労
働
を
動
学
的
生
産
要
素
と
し
て
生
産
関
数
を
推
計
し
た
場
合
の
、
生
産
性
の
推
計
値
で
あ
る
。
Sm
al
l 
fir
m
s
は
各
年
の
期
末
従
業
者
数
が
30
0
人
未
満
の
企
業
を
、
L
ar
ge
 fi
rm
s
は
、
30
0
人
以
上
の
企
業
を
指
す
。
Sm
al
l 
fir
m
s
の
う
ち
、
観
測
期
間
中
に
一
度
で
も
期
末
従
業
員
数
が
30
0
人
を
超
え
た
企
業
は
分
析
の
対
象
か
ら
外
し
た
。
同
様
に
、L
ar
ge
 fi
rm
s
の
う
ち
、観
測
期
間
中
に
一
度
で
も
期
末
従
業
員
数
が
30
0
人
を
下
回
っ
た
企
業
は
分
析
の
対
象
か
ら
外
し
た
。
表
 4
（
2）
企
業
規
模
：
ノ
ン
パ
ラ
メ
ト
リ
ッ
ク
分
析
G
ro
up
O
B
S
M
ea
n
St
d.
 D
ev
St
an
da
rd
 D
ev
ia
ti
on
 T
es
t
T
-T
es
t
K
ol
m
og
or
ov
-S
m
ir
no
v 
T
es
t
Sm
all
es
t G
ro
up
D
iff
er
en
ce
P
-V
al
ue
St
at
ic
（
re
al
 c
as
e）
0
9,
76
4
2.
91
80
 
0.
05
03
 
H
o:
 R
at
io
＝
1
H
a:
 R
at
io
＜
1
H
o:
 D
iff
＝
0
H
a:
 D
iff
＜
0
0
0.
30
91
0.
00
0
1
14
,1
82
4.
90
22
 
0.
05
06
 
P
r（
F
＜
f）
＝
0.
00
00
P
r（
T
＜
t）
＝
0.
00
00
1
-0
.0
00
7
0.
99
5
St
at
ic
 （
co
un
te
rf
ac
tu
al
）
0
10
,4
00
1.
29
38
 
0.
02
46
 
H
o:
 R
at
io
＝
1
H
a:
 R
at
io
＜
1
H
o:
 D
iff
＝
0
H
a:
 D
iff
＜
0
0
0.
10
89
0.
00
0
1
14
,5
06
1.
33
13
 
0.
01
60
 
P
r（
F
＜
f）
＝
0.
00
00
P
r（
T
＜
t）
＝
0.
10
06
1
-0
.0
08
7
0.
39
8
D
yn
am
ic
（
re
al
 c
as
e）
0
9,
76
4
12
.4
75
2 
0.
19
57
 
H
o:
 R
at
io
＝
1
H
a:
 R
at
io
＜
1
H
o:
 D
iff
＝
0
H
a:
 D
iff
＜
0
0
0.
43
19
0.
00
0
1
14
,1
82
29
.9
91
0 
0.
31
60
 
P
r（
F
＜
f）
＝
0.
00
00
P
r（
T
＜
t）
＝
0.
00
00
1
-0
.0
00
1
1.
00
0
D
yn
am
ic
 （
co
un
te
rf
ac
tu
al
）
0
10
,4
00
10
.5
52
3 
0.
18
30
 
H
o:
 R
at
io
＝
1
H
a:
 R
at
io
＜
1
H
o:
 D
iff
＝
0
H
a:
 D
iff
＜
0
0
0.
40
40
0.
00
0
1
14
,5
06
20
.9
98
0 
0.
27
26
 
P
r（
F
＜
f）
＝
0.
00
00
P
r（
T
＜
t）
＝
0.
00
00
1
0.
00
00
1.
00
0
 （
注
）
  G
ro
up
 0
は
Sm
al
l 
fir
m
s
を
、
G
ro
up
 1
は
L
ar
ge
 fi
rm
s
を
そ
れ
ぞ
れ
指
す
。
St
an
da
rd
 D
ev
ia
ti
on
 T
es
t
に
お
け
る
帰
無
仮
説
（
H
o:
 R
at
io
＝
1）
は
、
G
ro
up
 0
と
G
ro
up
 1
の
標
準
偏
差
が
等
し
い
こ
と
を
指
す
。
よ
り
具
体
的
に
は
、
G
ro
up
 0
と
G
ro
up
 1
の
標
準
偏
差
を
SD
（
0）
お
よ
び
SD
（
1）
と
し
た
と
き
、
そ
の
比
率
SD
（
0）
/S
D（
1）
が
1
で
あ
る
こ
と
を
仮
定
す
る
。
こ
れ
に
対
し
て
対
立
仮
説
（
H
a:
 R
at
io
＜
1）
は
こ
の
比
率
が
1
よ
り
も
小
さ
い
こ
と
、
換
言
す
れ
ば
、
G
ro
up
 1
の
分
散
が
G
ro
up
 0
の
そ
れ
よ
り
も
大
き
い
こ
と
を
仮
定
す
る
。
ま
た
、
T
-T
es
t
に
お
け
る
帰
無
仮
説
（
H
o:
 D
iff
＝
1）
は
、
二
つ
の
G
ro
up
に
お
け
る
平
均
値
の
差
（
D
iff
＝
M
ea
n（
0）
-M
ea
n（
1）
）
が
0
で
あ
る
こ
と
（
つ
ま
り
二
つ
の
G
ro
up
に
お
け
る
平
均
値
が
等
し
い
こ
と
）
を
仮
定
す
る
。
こ
れ
に
対
す
る
対
立
仮
説
（
H
a:
 D
iff
＜
0）
は
、 
G
ro
up
1
の
平
均
が
G
ro
up
 0
の
平
均
よ
り
も
大
き
い
と
す
る
仮
説
で
あ
る
。
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表
 4
（
3）
生
産
性
比
較
：
企
業
年
齢
O
ld
 fi
rm
s
M
at
ur
e 
fir
m
s
変
数
観
測
数
平
均
標
準
偏
差
最
小
最
大
観
測
数
平
均
標
準
偏
差
最
小
最
大
ψ（
S）
11
,4
96
4.
45
1 
5.
48
4 
0.
00
1 
14
5.
62
6 
12
,4
50
3.
76
3 
5.
87
7 
0.
00
1 
21
6.
30
7 
ψ（
D
）
11
,4
96
25
.9
32
 
33
.4
11
 
0.
00
5 
75
5.
73
9 
12
,4
50
20
.0
02
 
31
.6
37
 
0.
00
6 
53
8.
10
1 
ψ（
S）
_c
11
,8
08
1.
41
4 
2.
38
1 
0.
20
4 
47
.5
29
 
13
,0
98
1.
22
7 
1.
99
4 
0.
01
8 
12
9.
63
1 
ψ（
D
）_
c
11
,8
08
19
.0
12
 
34
.5
56
 
0.
93
1 
98
2.
80
8 
13
,0
98
14
.4
95
 
20
.8
43
 
0.
05
4 
52
7.
52
7 
 （
注
）
 ψ（
S）
と
ψ（
D
）は
、
そ
れ
ぞ
れ
、
労
働
を
可
変
的
生
産
要
素
と
し
た
場
合
、
お
よ
び
、
労
働
を
動
学
的
生
産
要
素
と
し
て
生
産
関
数
を
推
計
し
た
場
合
の
、
生
産
性
の
推
計
値
で
あ
る
。
同
様
に
、
ψ（
S）
_c
と
ψ（
D
）_
c
は
、
そ
れ
ぞ
れ
、
仮
想
的
な
ケ
ー
ス
（
co
un
te
rf
ac
tu
al
 c
as
e）
に
お
い
て
、
労
働
を
可
変
的
生
産
要
素
と
し
た
場
合
、
お
よ
び
、
労
働
を
動
学
的
生
産
要
素
と
し
て
生
産
関
数
を
推
計
し
た
場
合
の
、
生
産
性
の
推
計
値
で
あ
る
。
M
at
ur
e 
fir
m
s
は
企
業
年
齢
が
62
年
以
下
の
企
業
を
、
O
ld
 fi
rm
s
は
、
63
年
以
上
の
企
業
を
指
す
。
境
界
と
な
る
企
業
年
齢
（
62
歳
）
は
サ
ン
プ
ル
企
業
の
中
位
値
で
あ
る
。
表
 4
（
4）
企
業
年
齢
：
ノ
ン
パ
ラ
メ
ト
リ
ッ
ク
分
析
G
ro
up
O
B
S
M
ea
n
St
d.
 D
ev
St
an
da
rd
 D
ev
ia
ti
on
 T
es
t
T
-T
es
t
K
ol
m
og
or
ov
-S
m
ir
no
v 
T
es
t
Sm
all
es
t G
ro
up
D
iff
er
en
ce
P
-V
al
ue
St
at
ic
（
re
al
 c
as
e）
0
12
,4
50
3.
76
27
 
0.
05
27
 
H
o:
 R
at
io
＝
1
H
a:
 R
at
io
＜
1
H
o:
 D
iff
＝
0
H
a:
 D
iff
＜
0
0
0.
14
91
0.
00
0
1
11
,4
96
4.
45
10
 
0.
05
11
 
P
r（
F
＜
f）
＝
0.
00
00
P
r（
T
＜
t）
＝
0.
00
00
1
-0
.0
07
4
0.
51
6
St
at
ic
 （
co
un
te
rf
ac
tu
al
）
0
13
,0
98
1.
22
73
 
0.
01
74
 
H
o:
 R
at
io
=
1
H
a:
 R
at
io
＜
1
H
o:
 D
iff
=
0
H
a:
 D
iff
＜
0
0
0.
10
26
0.
00
0
1
11
,8
08
1.
41
35
 
0.
02
19
 
P
r（
F
＜
f）
＝
0.
00
00
P
r（
T
＜
t）
＝
0.
00
00
1
-0
.0
00
2
1.
00
0
D
yn
am
ic
（
re
al
 c
as
e）
0
12
,4
50
20
.0
02
0 
0.
28
35
 
H
o:
 R
at
io
=
1
H
a:
 R
at
io
＜
1
H
o:
 D
iff
=
0
H
a:
 D
iff
＜
0
0
0.
17
36
0.
00
0
1
11
,4
96
25
.9
32
1 
0.
31
16
 
P
r（
F
＜
f）
＝
0.
00
00
P
r（
T
＜
t）
＝
0.
00
00
1
-0
.0
12
9
0.
13
6
D
yn
am
ic
 （
co
un
te
rf
ac
tu
al
）
0
13
,0
98
14
.4
94
6 
0.
18
21
 
H
o:
 R
at
io
=
1
H
a:
 R
at
io
＜
1
H
o:
 D
iff
=
0
H
a:
 D
iff
＜
0
0
0.
12
46
0.
00
0
1
11
,8
08
19
.0
11
8 
0.
31
80
 
P
r（
F
＜
f）
＝
0.
00
00
P
r（
T
＜
t）
＝
0.
00
00
1
0.
00
00
1.
00
0
 （
注
）
  G
ro
up
 0
は
M
at
ur
e 
fir
m
s
を
、
G
ro
up
 1
は
O
ld
 fi
rm
s
を
そ
れ
ぞ
れ
指
す
。
St
an
da
rd
 D
ev
ia
ti
on
 T
es
t
に
お
け
る
帰
無
仮
説
（
H
o:
 R
at
io
＝
1）
は
、
G
ro
up
 0
と
G
ro
up
 1
の
標
準
偏
差
が
等
し
い
こ
と
を
指
す
。
よ
り
具
体
的
に
は
、
G
ro
up
 0
と
G
ro
up
 1
の
標
準
偏
差
を
SD
（
0）
お
よ
び
SD
（
1）
と
し
た
と
き
、
そ
の
比
率
SD
（
0）
/S
D（
1）
が
1
で
あ
る
こ
と
を
仮
定
す
る
。
こ
れ
に
対
し
て
対
立
仮
説
（
H
a:
 R
at
io
＜
1）
は
こ
の
比
率
が
1
よ
り
も
小
さ
い
こ
と
、
換
言
す
れ
ば
、
G
ro
up
 1
の
分
散
が
G
ro
up
 0
の
そ
れ
よ
り
も
大
き
い
こ
と
を
仮
定
す
る
。
ま
た
、
T
-T
es
t
に
お
け
る
帰
無
仮
説
（
H
o:
 D
iff
＝
1）
は
、
二
つ
の
G
ro
up
に
お
け
る
平
均
値
の
差
（
D
iff
＝
M
ea
n（
0）
-M
ea
n（
1）
）
が
0
で
あ
る
こ
と
（
つ
ま
り
二
つ
の
G
ro
up
に
お
け
る
平
均
値
が
等
し
い
こ
と
）
を
仮
定
す
る
。
こ
れ
に
対
す
る
対
立
仮
説
（
H
a:
 D
iff
＜
0）
は
、 
G
ro
up
1
の
平
均
が
G
ro
up
 0
の
平
均
よ
り
も
大
き
い
と
す
る
仮
説
で
あ
る
。
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R&Dと生産性―集計生産性と企業規模・年齢―（古賀）
表
 5
（
1）
集
計
生
産
性
の
分
解
：
企
業
規
模
（
S
ta
tic
：
R
ea
l c
as
e）
Y
ea
r
∑
s it
ψ
it
B
et
w
ee
n
W
it
hi
n
W
it
hi
n （
内
訳
）
L
ar
ge
　
fir
m
s
Sm
al
l fi
rm
s
20
01
1.
00
00
 
0.
27
41
 
0.
72
59
 
1.
01
51
 
0.
43
32
 
0.
58
18
 
0.
43
67
 
0.
26
34
 
0.
17
32
 
20
02
0.
86
70
 
0.
24
25
 
0.
62
45
 
0.
88
04
 
0.
41
45
 
0.
46
60
 
0.
36
85
 
0.
24
65
 
0.
12
20
 
20
03
0.
88
57
 
0.
27
70
 
0.
60
87
 
0.
90
08
 
0.
42
99
 
0.
47
09
 
0.
31
66
 
0.
23
89
 
0.
07
77
 
20
04
0.
90
66
 
0.
28
37
 
0.
62
29
 
0.
92
24
 
0.
43
75
 
0.
48
49
 
0.
32
35
 
0.
22
81
 
0.
09
53
 
20
05
0.
92
44
 
0.
28
57
 
0.
63
87
 
0.
94
09
 
0.
44
42
 
0.
49
67
 
0.
33
65
 
0.
26
82
 
0.
06
83
 
20
06
0.
94
38
 
0.
30
71
 
0.
63
67
 
0.
96
14
 
0.
44
86
 
0.
51
29
 
0.
31
20
 
0.
23
91
 
0.
07
29
 
20
07
1.
00
89
 
0.
33
94
 
0.
66
95
 
1.
02
84
 
0.
46
03
 
0.
56
81
 
0.
31
06
 
0.
23
12
 
0.
07
94
 
20
08
1.
01
07
 
0.
33
85
 
0.
67
23
 
1.
02
99
 
0.
46
38
 
0.
56
61
 
0.
31
46
 
0.
22
37
 
0.
09
09
 
20
09
1.
01
10
 
0.
33
59
 
0.
67
51
 
1.
02
98
 
0.
44
07
 
0.
58
91
 
0.
32
03
 
0.
22
45
 
0.
09
58
 
20
10
1.
04
45
 
0.
37
48
 
0.
66
97
 
1.
06
35
 
0.
45
32
 
0.
61
03
 
0.
27
60
 
0.
21
97
 
0.
05
63
 
20
11
1.
25
36
 
0.
46
60
 
0.
78
76
 
1.
27
87
 
0.
51
36
 
0.
76
51
 
0.
29
65
 
0.
23
50
 
0.
06
15
 （
注
）
  各
年
の
集
計
生
産
性
（
∑
s it
ψ
it
）
は
、
20
01
年
の
集
計
生
産
性
の
値
で
基
準
化
さ
れ
て
い
る
。
各
年
に
お
け
る
集
計
生
産
性
は
、
B
et
w
ee
n
効
果
（
）
と
W
it
hi
n
効
果
（
）
の
総
和
で
あ
る
。
ま
た
、
W
it
hi
n
効
果
は
、
二
つ
の
グ
ル
ー
プ
（
X
お
よ
び
Y
）
に
お
け
る
集
計
生
産
性
の
平
均
値
と
し
て
求
め
ら
れ
る
。
各
グ
ル
ー
プ
の
集
計
生
産
性
は
O
lle
y-
P
ak
es
分
解
に
よ
り
、
さ
ら
に
、
平
均
生
産
性
（
）
と
共
分
散
（
）
と
に
分
割
さ
れ
る
。
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表
 5
（
2）
 集
計
生
産
性
の
分
解
：
企
業
規
模
（
S
ta
tic
：
C
ou
nt
er
fa
ct
ua
l c
as
e）
Y
ea
r
∑
s it
ψ
it
B
et
w
ee
n
W
it
hi
n
W
it
hi
n （
内
訳
）
C
ou
nt
er
fa
ct
ua
l
R
ea
l c
as
e
L
ar
ge
　
fir
m
s
Sm
al
l fi
rm
s
∑
s it
ψ
it
∑
s it
ψ
it
20
01
0.
23
75
 
0.
31
99
 
-0
.0
82
4 
0.
23
30
 
0.
12
24
 
0.
11
06
 
0.
40
68
 
0.
14
56
 
0.
26
12
 
2.
60
21
10
.9
55
9
20
02
0.
19
23
 
0.
26
31
 
-0
.0
70
9 
0.
18
83
 
0.
11
38
 
0.
07
45
 
0.
33
79
 
0.
12
79
 
0.
21
00
 
2.
10
64
9.
49
83
20
03
0.
19
60
 
0.
24
69
 
-0
.0
50
9 
0.
19
32
 
0.
11
74
 
0.
07
58
 
0.
30
06
 
0.
12
02
 
0.
18
04
 
2.
14
71
9.
70
39
20
04
0.
19
72
 
0.
22
20
 
-0
.0
24
7 
0.
19
58
 
0.
11
75
 
0.
07
83
 
0.
24
81
 
0.
11
15
 
0.
13
65
 
2.
16
07
9.
93
27
20
05
0.
20
41
 
0.
22
50
 
-0
.0
20
9 
0.
20
28
 
0.
11
82
 
0.
08
47
 
0.
24
71
 
0.
13
28
 
0.
11
43
 
2.
23
56
10
.1
27
6
20
06
0.
20
87
 
0.
21
40
 
-0
.0
05
3 
0.
20
84
 
0.
11
97
 
0.
08
87
 
0.
21
96
 
0.
11
24
 
0.
10
72
 
2.
28
63
10
.3
40
2
20
07
0.
22
72
 
0.
21
78
 
0.
00
94
 
0.
22
77
 
0.
12
33
 
0.
10
44
 
0.
20
79
 
0.
10
54
 
0.
10
25
 
2.
48
90
11
.0
53
5
20
08
0.
22
74
 
0.
21
86
 
-0
.0
31
1 
0.
22
79
 
0.
12
39
 
0.
10
40
 
0.
20
94
 
0.
10
52
 
0.
10
42
 
2.
49
10
11
.0
73
5
20
09
0.
23
47
 
0.
22
17
 
0.
01
29
 
0.
23
54
 
0.
11
97
 
0.
11
57
 
0.
20
81
 
0.
10
23
 
0.
10
57
 
2.
57
12
11
.0
76
1
20
10
0.
25
38
 
0.
22
61
 
0.
02
77
 
0.
25
52
 
0.
12
54
 
0.
12
98
 
0.
19
69
 
0.
09
85
 
0.
09
84
 
2.
78
10
11
.4
43
4
20
11
0.
32
12
 
0.
27
02
 
0.
05
10
 
0.
32
40
 
0.
14
82
 
0.
17
57
 
0.
21
65
 
0.
10
98
 
0.
10
67
 
3.
51
93
13
.7
33
9
 （
注
）
  各
年
の
集
計
生
産
性
（
∑
s it
ψ
it
）
は
、
表
5（
1）
に
お
け
る
20
01
年
の
集
計
生
産
性
（
現
実
の
集
計
生
産
性
）
の
値
で
基
準
化
さ
れ
て
い
る
。
各
年
に
お
け
る
集
計
生
産
性
は
、
B
et
w
ee
n
効
果
（
）
と
W
it
hi
n
効
果
（
）
の
総
和
で
あ
る
。
ま
た
、
W
it
hi
n
効
果
は
、
二
つ
の
グ
ル
ー
プ
（
X
お
よ
び
Y
）
に
お
け
る
集
計
生
産
性
の
平
均
値
と
し
て
求
め
ら
れ
る
。
各
グ
ル
ー
プ
の
集
計
生
産
性
は
O
lle
y-
P
ak
es
分
解
に
よ
り
、
さ
ら
に
、
平
均
生
産
性
（
）
と
共
分
散
（
）
と
に
分
割
さ
れ
る
。
 
130
63
R&Dと生産性―集計生産性と企業規模・年齢―（古賀）
表
 5
（
3）
集
計
生
産
性
の
分
解
：
企
業
規
模
（
D
yn
am
ic
：
R
ea
l c
as
e）
Y
ea
r
∑
s it
ψ
it
B
et
w
ee
n
W
it
hi
n
W
it
hi
n （
内
訳
）
L
ar
ge
　
fir
m
s
Sm
al
l fi
rm
s
20
01
1.
00
00
 
0.
36
28
 
0.
63
72
 
1.
01
99
 
0.
36
13
 
0.
65
86
 
0.
25
45
 
0.
15
03
 
0.
10
42
 
20
02
0.
85
65
 
0.
31
39
 
0.
54
26
 
0.
87
40
 
0.
33
39
 
0.
54
01
 
0.
21
12
 
0.
13
21
 
0.
07
91
 
20
03
0.
86
40
 
0.
33
57
 
0.
52
83
 
0.
88
23
 
0.
33
76
 
0.
54
47
 
0.
17
43
 
0.
12
32
 
0.
05
11
 
20
04
0.
87
36
 
0.
33
95
 
0.
53
41
 
0.
89
24
 
0.
33
96
 
0.
55
28
 
0.
17
58
 
0.
11
87
 
0.
05
71
 
20
05
0.
88
63
 
0.
34
71
 
0.
53
93
 
0.
90
64
 
0.
34
39
 
0.
56
25
 
0.
17
21
 
0.
12
19
 
0.
05
03
 
20
06
0.
90
98
 
0.
36
11
 
0.
54
86
 
0.
93
05
 
0.
34
71
 
0.
58
34
 
0.
16
68
 
0.
12
21
 
0.
04
46
 
20
07
0.
96
79
 
0.
38
92
 
0.
57
87
 
0.
99
03
 
0.
35
52
 
0.
63
50
 
0.
16
70
 
0.
11
80
 
0.
04
91
 
20
08
0.
97
67
 
0.
39
14
 
0.
58
52
 
0.
99
88
 
0.
35
76
 
0.
64
12
 
0.
17
16
 
0.
11
44
 
0.
05
72
 
20
09
0.
96
55
 
0.
38
51
 
0.
58
05
 
0.
98
71
 
0.
33
95
 
0.
64
76
 
0.
17
38
 
0.
11
43
 
0.
05
95
 
20
10
0.
97
93
 
0.
40
72
 
0.
57
21
 
0.
99
99
 
0.
34
12
 
0.
65
87
 
0.
14
42
 
0.
10
80
 
0.
03
62
 
20
11
1.
05
99
 
0.
44
34
 
0.
61
65
 
1.
08
38
 
0.
37
75
 
0.
70
64
 
0.
14
93
 
0.
11
48
 
0.
03
45
 
 （
注
）
  各
年
の
集
計
生
産
性
（
∑
s it
ψ
it
）
は
、
20
01
年
の
集
計
生
産
性
の
値
で
基
準
化
さ
れ
て
い
る
。
各
年
に
お
け
る
集
計
生
産
性
は
、
B
et
w
ee
n
効
果
（
）
と
W
it
hi
n
効
果
（
）
の
総
和
で
あ
る
。
ま
た
、
W
it
hi
n
効
果
は
、
二
つ
の
グ
ル
ー
プ
（
X
お
よ
び
Y
）
に
お
け
る
集
計
生
産
性
の
平
均
値
と
し
て
求
め
ら
れ
る
。
各
グ
ル
ー
プ
の
集
計
生
産
性
は
O
lle
y-
P
ak
es
分
解
に
よ
り
、
さ
ら
に
、
平
均
生
産
性
（
）
と
共
分
散
（
）
と
に
分
割
さ
れ
る
。
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表
 5
（
4）
 集
計
生
産
性
の
分
解
：
企
業
規
模
（
D
yn
am
ic
：
C
ou
nt
er
fa
ct
ua
l c
as
e）
Y
ea
r
∑
s it
ψ
it
B
et
w
ee
n
W
it
hi
n
W
it
hi
n （
内
訳
）
C
ou
nt
er
fa
ct
ua
l
R
ea
l c
as
e
L
ar
ge
　
fir
m
s
∑
s it
ψ
it
∑
s it
ψ
it
∑
s it
ψ
it
20
01
0.
71
52
 
0.
56
74
 
0.
14
78
 
0.
72
33
 
0.
24
54
 
0.
47
80
 
0.
41
15
 
0.
13
54
 
0.
27
61
 
61
.6
41
1
86
.1
85
4
20
02
0.
61
32
 
0.
47
97
 
0.
13
35
 
0.
62
06
 
0.
22
95
 
0.
39
12
 
0.
33
88
 
0.
11
90
 
0.
21
98
 
52
.8
51
3
73
.8
20
5
20
03
0.
62
99
 
0.
47
23
 
0.
15
76
 
0.
63
85
 
0.
23
46
 
0.
40
39
 
0.
30
61
 
0.
11
20
 
0.
19
41
 
54
.2
90
7
74
.4
65
2
20
04
0.
63
12
 
0.
44
45
 
0.
18
67
 
0.
64
16
 
0.
23
34
 
0.
40
82
 
0.
24
74
 
0.
10
35
 
0.
14
39
 
54
.4
04
3
75
.2
87
3
20
05
0.
65
31
 
0.
45
08
 
0.
20
23
 
0.
66
48
 
0.
23
70
 
0.
42
79
 
0.
23
68
 
0.
10
65
 
0.
13
03
 
56
.2
91
3
76
.3
89
8
20
06
0.
66
99
 
0.
45
23
 
0.
21
77
 
0.
68
24
 
0.
24
06
 
0.
44
18
 
0.
22
21
 
0.
10
41
 
0.
11
81
 
57
.7
39
5
78
.4
09
8
20
07
0.
71
69
 
0.
47
45
 
0.
24
24
 
0.
73
08
 
0.
24
79
 
0.
48
30
 
0.
21
81
 
0.
10
05
 
0.
11
76
 
61
.7
87
5
83
.4
18
8
20
08
0.
72
78
 
0.
48
10
 
0.
24
68
 
0.
74
18
 
0.
25
09
 
0.
49
09
 
0.
22
02
 
0.
10
04
 
0.
11
98
 
62
.7
26
8
84
.1
75
1
20
09
0.
74
94
 
0.
49
14
 
0.
25
81
 
0.
76
39
 
0.
24
45
 
0.
51
94
 
0.
21
88
 
0.
09
87
 
0.
12
01
 
64
.5
90
2
83
.2
13
5
20
10
0.
79
75
 
0.
50
64
 
0.
29
10
 
0.
81
22
 
0.
25
02
 
0.
56
20
 
0.
20
07
 
0.
09
33
 
0.
10
74
 
68
.7
30
7
84
.4
03
1
20
11
0.
89
43
 
0.
56
67
 
0.
32
76
 
0.
91
19
 
0.
29
06
 
0.
62
14
 
0.
22
14
 
0.
10
46
 
0.
11
68
 
77
.0
73
5
91
.3
47
6
 （
注
）
  各
年
の
集
計
生
産
性
（
∑
s it
ψ
it
）
は
、
表
5（
3）
に
お
け
る
20
01
年
の
集
計
生
産
性
（
現
実
の
集
計
生
産
性
）
の
値
で
基
準
化
さ
れ
て
い
る
。
各
年
に
お
け
る
集
計
生
産
性
は
、
B
et
w
ee
n
効
果
（
）
と
W
it
hi
n
効
果
（
）
の
総
和
で
あ
る
。
ま
た
、
W
it
hi
n
効
果
は
、
二
つ
の
グ
ル
ー
プ
（
X
お
よ
び
Y
）
に
お
け
る
集
計
生
産
性
の
平
均
値
と
し
て
求
め
ら
れ
る
。
各
グ
ル
ー
プ
の
集
計
生
産
性
は
O
lle
y-
P
ak
es
分
解
に
よ
り
、
さ
ら
に
、
平
均
生
産
性
（
）
と
共
分
散
（
）
と
に
分
割
さ
れ
る
。
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表
 5
（
5）
集
計
生
産
性
の
分
解
：
企
業
年
齢
（
S
ta
tic
 c
as
e：
R
ea
l c
as
e）
Y
ea
r
∑
s it
ψ
it
B
et
w
ee
n
W
it
hi
n
W
it
hi
n （
内
訳
）
O
ld
 fi
rm
s
M
at
ur
e 
fir
m
s
20
01
1.
00
00
 
0.
00
17
 
0.
99
83
 
1.
00
32
 
0.
39
91
 
0.
60
41
 
0.
99
35
 
0.
36
82
 
0.
62
53
 
20
02
0.
87
02
 
-0
.0
27
1 
0.
89
73
 
0.
81
35
 
0.
38
65
 
0.
42
69
 
0.
98
12
 
0.
34
43
 
0.
63
69
 
20
03
0.
89
61
 
-0
.0
29
9 
0.
92
61
 
0.
82
75
 
0.
39
31
 
0.
43
44
 
1.
02
46
 
0.
36
00
 
0.
66
47
 
20
04
0.
91
90
 
-0
.0
28
6 
0.
94
77
 
0.
85
41
 
0.
40
74
 
0.
44
67
 
1.
04
13
 
0.
34
62
 
0.
69
51
 
20
05
0.
94
26
 
-0
.0
30
8 
0.
97
35
 
0.
86
85
 
0.
41
67
 
0.
45
18
 
1.
07
84
 
0.
37
15
 
0.
70
69
 
20
06
0.
94
45
 
-0
.0
22
6 
0.
96
71
 
0.
89
16
 
0.
41
53
 
0.
47
63
 
1.
04
26
 
0.
35
11
 
0.
69
15
 
20
07
1.
01
63
 
-0
.0
09
6 
1.
02
59
 
0.
99
58
 
0.
42
45
 
0.
57
14
 
1.
05
60
 
0.
34
93
 
0.
70
67
 
20
08
1.
01
42
 
-0
.0
05
8 
1.
02
00
 
1.
00
22
 
0.
41
85
 
0.
58
37
 
1.
03
79
 
0.
34
79
 
0.
68
99
 
20
09
1.
01
83
 
-0
.0
17
2 
1.
03
55
 
0.
97
92
 
0.
40
64
 
0.
57
28
 
1.
09
18
 
0.
33
88
 
0.
75
30
 
20
10
1.
04
98
 
-0
.0
21
9 
1.
07
17
 
0.
99
71
 
0.
42
45
 
0.
57
26
 
1.
14
63
 
0.
33
58
 
0.
81
05
 
20
11
1.
25
45
 
0.
00
43
 
1.
25
02
 
1.
27
05
 
0.
50
65
 
0.
76
41
 
1.
22
98
 
0.
35
24
 
0.
87
75
 
 （
注
）
  各
年
の
集
計
生
産
性
（
∑
s it
ψ
it
）
は
、
20
01
年
の
集
計
生
産
性
の
値
で
基
準
化
さ
れ
て
い
る
。
各
年
に
お
け
る
集
計
生
産
性
は
、
B
et
w
ee
n
効
果
（
）
と
W
it
hi
n
効
果
（
）
の
総
和
で
あ
る
。
ま
た
、
W
it
hi
n
効
果
は
、
二
つ
の
グ
ル
ー
プ
（
X
お
よ
び
Y
）
に
お
け
る
集
計
生
産
性
の
平
均
値
と
し
て
求
め
ら
れ
る
。
各
グ
ル
ー
プ
の
集
計
生
産
性
は
O
lle
y-
P
ak
es
分
解
に
よ
り
、
さ
ら
に
、
平
均
生
産
性
（
）
と
共
分
散
（
）
と
に
分
割
さ
れ
る
。
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表
 5
（
6）
 集
計
生
産
性
の
分
解
：
企
業
年
齢
（
S
ta
tic
：
C
ou
nt
er
fa
ct
ua
l c
as
e）
Y
ea
r
∑
s it
ψ
it
B
et
w
ee
n
W
it
hi
n
W
it
hi
n （
内
訳
）
C
ou
nt
er
fa
ct
ua
l
R
ea
l c
as
e
O
ld
 fi
rm
s
∑
s it
ψ
it
∑
s it
ψ
it
∑
s it
ψ
it
20
01
0.
24
17
 
0.
22
87
 
0.
01
30
 
0.
26
66
 
0.
13
46
 
0.
13
20
 
0.
19
08
 
0.
12
69
 
0.
06
39
 
2.
58
86
10
.7
09
7
20
02
0.
19
68
 
0.
19
35
 
0.
00
32
 
0.
20
35
 
0.
12
35
 
0.
08
01
 
0.
18
35
 
0.
11
69
 
0.
06
66
 
2.
10
72
9.
31
94
20
03
0.
20
29
 
0.
20
17
 
0.
00
11
 
0.
20
55
 
0.
12
39
 
0.
08
16
 
0.
19
80
 
0.
11
96
 
0.
07
84
 
2.
17
28
9.
59
74
20
04
0.
20
39
 
0.
19
96
 
0.
00
44
 
0.
21
38
 
0.
12
69
 
0.
08
69
 
0.
18
53
 
0.
11
12
 
0.
07
41
 
2.
18
41
9.
84
26
20
05
0.
21
21
 
0.
20
84
 
0.
00
38
 
0.
22
12
 
0.
12
81
 
0.
09
30
 
0.
19
55
 
0.
12
42
 
0.
07
14
 
2.
27
17
10
.0
95
5
20
06
0.
22
16
 
0.
21
47
 
0.
00
69
 
0.
23
77
 
0.
13
43
 
0.
10
34
 
0.
19
17
 
0.
11
32
 
0.
07
85
 
2.
37
29
10
.1
15
6
20
07
0.
23
59
 
0.
22
82
 
0.
00
76
 
0.
25
21
 
0.
13
02
 
0.
12
19
 
0.
20
43
 
0.
11
54
 
0.
08
89
 
2.
52
60
10
.8
84
3
20
08
0.
23
64
 
0.
22
90
 
0.
00
74
 
0.
25
18
 
0.
12
89
 
0.
12
29
 
0.
20
61
 
0.
11
85
 
0.
08
76
 
2.
53
18
10
.8
62
1
20
09
0.
24
37
 
0.
23
31
 
0.
01
05
 
0.
26
75
 
0.
13
10
 
0.
13
65
 
0.
19
88
 
0.
10
85
 
0.
09
03
 
2.
60
95
10
.9
05
3
20
10
0.
25
94
 
0.
24
59
 
0.
01
35
 
0.
29
20
 
0.
13
81
 
0.
15
39
 
0.
19
98
 
0.
10
41
 
0.
09
56
 
2.
77
82
11
.2
43
0
20
11
0.
32
39
 
0.
30
49
 
0.
01
90
 
0.
39
41
 
0.
16
36
 
0.
23
05
 
0.
21
57
 
0.
11
35
 
0.
10
21
 
3.
46
84
13
.4
35
5
 （
注
）
  各
年
の
集
計
生
産
性
（
∑
s it
ψ
it
）
は
、
表
5（
5）
に
お
け
る
20
01
年
の
集
計
生
産
性
（
現
実
の
集
計
生
産
性
）
の
値
で
基
準
化
さ
れ
て
い
る
。
各
年
に
お
け
る
集
計
生
産
性
は
、
B
et
w
ee
n
効
果
（
）
と
W
it
hi
n
効
果
（
）
の
総
和
で
あ
る
。
ま
た
、
W
it
hi
n
効
果
は
、
二
つ
の
グ
ル
ー
プ
（
X
お
よ
び
Y
）
に
お
け
る
集
計
生
産
性
の
平
均
値
と
し
て
求
め
ら
れ
る
。
各
グ
ル
ー
プ
の
集
計
生
産
性
は
O
lle
y-
P
ak
es
分
解
に
よ
り
、
さ
ら
に
、
平
均
生
産
性
（
）
と
共
分
散
（
）
と
に
分
割
さ
れ
る
。
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R&Dと生産性―集計生産性と企業規模・年齢―（古賀）
表
 5
（
7）
集
計
生
産
性
の
分
解
：
企
業
年
齢
（
D
yn
am
ic
：
R
ea
l c
as
e）
Y
ea
r
∑
s it
ψ
it
B
et
w
ee
n
W
it
hi
n
W
it
hi
n （
内
訳
）
O
ld
 fi
rm
s
M
at
ur
e 
fir
m
s
20
01
1.
00
00
 
0.
01
13
 
0.
98
87
 
1.
02
16
 
0.
32
34
 
0.
69
82
 
0.
95
57
 
0.
27
12
 
0.
68
45
 
20
02
0.
85
74
 
-0
.0
18
4 
0.
87
58
 
0.
81
90
 
0.
29
87
 
0.
52
03
 
0.
93
26
 
0.
24
31
 
0.
68
96
 
20
03
0.
86
55
 
-0
.0
15
5 
0.
88
10
 
0.
83
00
 
0.
29
63
 
0.
53
37
 
0.
93
19
 
0.
24
33
 
0.
68
86
 
20
04
0.
87
94
 
-0
.0
18
1 
0.
89
75
 
0.
83
82
 
0.
30
16
 
0.
53
66
 
0.
95
67
 
0.
23
75
 
0.
71
92
 
20
05
0.
89
45
 
-0
.0
17
1 
0.
91
16
 
0.
85
35
 
0.
30
70
 
0.
54
65
 
0.
96
97
 
0.
23
98
 
0.
72
99
 
20
06
0.
90
78
 
-0
.0
07
3 
0.
91
51
 
0.
89
07
 
0.
30
43
 
0.
58
64
 
0.
93
95
 
0.
23
62
 
0.
70
33
 
20
07
0.
96
95
 
0.
00
46
 
0.
96
49
 
0.
97
93
 
0.
31
14
 
0.
66
79
 
0.
95
06
 
0.
23
55
 
0.
71
51
 
20
08
0.
97
90
 
0.
00
96
 
0.
96
94
 
0.
99
91
 
0.
31
08
 
0.
68
82
 
0.
93
98
 
0.
23
51
 
0.
70
47
 
20
09
0.
97
02
 
-0
.0
07
9 
0.
97
80
 
0.
95
23
 
0.
29
94
 
0.
65
29
 
1.
00
38
 
0.
22
74
 
0.
77
64
 
20
10
0.
98
31
 
-0
.0
13
3 
0.
99
65
 
0.
95
11
 
0.
30
52
 
0.
64
58
 
1.
04
18
 
0.
22
15
 
0.
82
04
 
20
11
1.
06
16
 
-0
.0
10
7 
1.
07
23
 
1.
02
20
 
0.
34
90
 
0.
67
29
 
1.
12
26
 
0.
23
32
 
0.
88
94
 
 （
注
）
  各
年
の
集
計
生
産
性
（
∑
s it
ψ
it
）
は
、
20
01
年
の
集
計
生
産
性
の
値
で
基
準
化
さ
れ
て
い
る
。
各
年
に
お
け
る
集
計
生
産
性
は
、
B
et
w
ee
n
効
果
（
）
と
W
it
hi
n
効
果
（
）
の
総
和
で
あ
る
。
ま
た
、
W
it
hi
n
効
果
は
、
二
つ
の
グ
ル
ー
プ
（
X
お
よ
び
Y
）
に
お
け
る
集
計
生
産
性
の
平
均
値
と
し
て
求
め
ら
れ
る
。
各
グ
ル
ー
プ
の
集
計
生
産
性
は
O
lle
y-
P
ak
es
分
解
に
よ
り
、
さ
ら
に
、
平
均
生
産
性
（
）
と
共
分
散
（
）
と
に
分
割
さ
れ
る
。
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表
 5
（
8）
 集
計
生
産
性
の
分
解
：
企
業
年
齢
（
D
yn
am
ic
：
C
ou
nt
er
fa
ct
ua
l c
as
e）
Y
ea
r
∑
s it
ψ
it
B
et
w
ee
n
W
it
hi
n
W
it
hi
n （
内
訳
）
C
ou
nt
er
fa
ct
ua
l
R
ea
l c
as
e
O
ld
 fi
rm
s
∑
sit
ψ
it
∑
sit
ψ
it
∑
s it
ψ
it
20
01
0.
71
65
 
0.
69
62
 
0.
02
03
 
0.
75
52
 
0.
23
02
 
0.
52
51
 
0.
63
72
 
0.
19
41
 
0.
44
32
 
60
.1
34
8
83
.9
29
6
20
02
0.
61
53
 
0.
61
85
 
-0
.0
03
1 
0.
60
88
 
0.
21
30
 
0.
39
58
 
0.
62
81
 
0.
17
84
 
0.
44
97
 
51
.6
44
8
71
.9
64
8
20
03
0.
63
27
 
0.
63
45
 
-0
.0
01
8 
0.
62
86
 
0.
21
38
 
0.
41
48
 
0.
64
05
 
0.
17
88
 
0.
46
16
 
53
.1
05
0
72
.6
40
7
20
04
0.
63
78
 
0.
63
53
 
0.
00
24
 
0.
64
33
 
0.
21
83
 
0.
42
50
 
0.
62
74
 
0.
16
93
 
0.
45
81
 
53
.5
26
8
73
.8
03
6
20
05
0.
66
10
 
0.
65
70
 
0.
00
40
 
0.
67
05
 
0.
22
19
 
0.
44
87
 
0.
64
36
 
0.
17
28
 
0.
47
08
 
55
.4
77
4
75
.0
78
6
20
06
0.
67
82
 
0.
66
75
 
0.
01
07
 
0.
70
33
 
0.
22
45
 
0.
47
89
 
0.
63
18
 
0.
17
26
 
0.
45
92
 
56
.9
24
2
76
.1
88
5
20
07
0.
72
50
 
0.
70
68
 
0.
01
82
 
0.
76
37
 
0.
22
68
 
0.
53
70
 
0.
64
99
 
0.
17
67
 
0.
47
32
 
60
.8
49
0
81
.3
71
4
20
08
0.
73
72
 
0.
71
59
 
0.
02
14
 
0.
78
17
 
0.
22
77
 
0.
55
40
 
0.
65
00
 
0.
17
95
 
0.
47
05
 
61
.8
76
5
82
.1
70
9
20
09
0.
76
02
 
0.
74
47
 
0.
01
54
 
0.
79
52
 
0.
22
97
 
0.
56
54
 
0.
69
43
 
0.
16
98
 
0.
52
45
 
63
.8
00
4
81
.4
24
7
20
10
0.
80
43
 
0.
78
51
 
0.
01
92
 
0.
85
05
 
0.
23
80
 
0.
61
25
 
0.
71
98
 
0.
16
33
 
0.
55
64
 
67
.5
05
3
82
.5
14
5
20
11
0.
89
74
 
0.
87
95
 
0.
01
80
 
0.
96
39
 
0.
27
81
 
0.
68
58
 
0.
79
51
 
0.
17
98
 
0.
61
53
 
75
.3
19
1
89
.0
98
6
 （
注
）
  各
年
の
集
計
生
産
性
（
∑
s it
ψ
it
）
は
、
表
5（
7）
に
お
け
る
20
01
年
の
集
計
生
産
性
（
現
実
の
集
計
生
産
性
）
の
値
で
基
準
化
さ
れ
て
い
る
。
各
年
に
お
け
る
集
計
生
産
性
は
、
B
et
w
ee
n
効
果
（
）
と
W
it
hi
n
効
果
（
）
の
総
和
で
あ
る
。
ま
た
、
W
it
hi
n
効
果
は
、
二
つ
の
グ
ル
ー
プ
（
X
お
よ
び
Y
）
に
お
け
る
集
計
生
産
性
の
平
均
値
と
し
て
求
め
ら
れ
る
。
各
グ
ル
ー
プ
の
集
計
生
産
性
は
O
lle
y-
P
ak
es
分
解
に
よ
り
、
さ
ら
に
、
平
均
生
産
性
（
）
と
共
分
散
（
）
と
に
分
割
さ
れ
る
。
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R&Dと生産性―集計生産性と企業規模・年齢―（古賀）
表
 6
（
1）
 全
企
業
：
D
yn
am
ic
 O
lle
y 
P
ak
es
 d
ec
om
po
si
tio
n
St
at
ic
In
cu
m
be
nt
E
nt
ra
nt
E
xi
te
r
Y
ea
r
D
O
P
D
T
ot
al
20
01
 
0.
34
82
 
20
02
0.
01
69
 
0.
08
67
 
-0
.1
59
9 
0.
16
08
 
0.
08
58
 
0.
02
28
 
0.
09
25
 
20
03
0.
44
67
 
0.
45
85
 
0.
32
28
 
0.
10
17
 
0.
03
41
 
0.
07
78
 
0.
08
96
 
20
04
0.
26
67
 
0.
24
35
 
0.
00
77
 
0.
21
29
 
0.
02
29
 
0.
06
28
 
0.
03
96
 
20
05
0.
16
81
 
0.
23
20
 
0.
22
92
 
-0
.0
08
8 
0.
01
16
 
0.
06
33
 
0.
12
73
 
20
06
0.
22
89
 
0.
28
18
 
0.
14
78
 
0.
07
97
 
0.
05
43
 
0.
02
54
 
0.
07
83
 
20
07
0.
30
16
 
0.
31
84
 
0.
32
92
 
-0
.0
66
5 
0.
05
56
 
0.
02
71
 
0.
04
38
 
20
08
0.
04
66
 
0.
13
16
 
-0
.0
60
7 
0.
14
62
 
0.
04
61
 
0.
00
11
 
0.
08
61
 
20
09
0.
21
09
 
0.
21
03
 
-0
.2
29
9 
0.
31
01
 
0.
13
02
 
0.
00
06
 
20
10
0.
35
29
 
0.
35
17
 
0.
28
76
 
0.
02
96
 
0.
03
44
 
0.
00
12
 
20
11
5.
56
95
 
5.
56
95
 
2.
59
10
 
2.
02
62
 
0.
95
22
 
D
yn
am
ic
In
cu
m
be
nt
E
nt
ra
nt
E
xi
te
r
Y
ea
r
D
O
P
D
T
ot
al
20
01
2.
15
77
 
20
02
-2
.8
33
9 
-2
.2
96
3 
-3
.6
93
3 
0.
55
62
 
0.
84
08
 
0.
12
69
 
0.
66
45
 
20
03
2.
55
21
 
2.
47
13
 
1.
47
12
 
0.
68
28
 
0.
31
73
 
0.
56
83
 
0.
48
75
 
20
04
1.
20
46
 
0.
89
53
 
-0
.6
93
3 
1.
24
32
 
0.
34
54
 
0.
56
78
 
0.
25
85
 
20
05
0.
93
65
 
1.
33
10
 
1.
45
95
 
-0
.2
53
5 
0.
12
50
 
0.
37
92
 
0.
77
37
 
20
06
2.
20
91
 
2.
51
25
 
1.
51
31
 
0.
53
65
 
0.
46
29
 
0.
14
91
 
0.
45
26
 
20
07
2.
39
86
 
2.
48
27
 
2.
73
93
 
-0
.6
73
5 
0.
41
69
 
0.
16
83
 
0.
25
25
 
20
08
0.
91
94
 
1.
43
07
 
0.
09
95
 
1.
01
59
 
0.
31
53
 
0.
00
62
 
0.
51
75
 
20
09
0.
18
72
 
0.
18
41
 
-2
.4
42
2 
1.
36
37
 
1.
26
27
 
0.
00
31
 
20
10
1.
19
40
 
1.
18
44
 
-0
.0
77
3 
0.
87
19
 
0.
38
98
 
0.
00
96
 
20
11
34
.1
91
5 
34
.1
91
5 
14
.7
34
0 
13
.9
90
0 
5.
46
76
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表
 6
（
2）
 中
小
企
業
：
D
yn
am
ic
 O
lle
y 
P
ak
es
 d
ec
om
po
si
tio
n
St
at
ic
In
cu
m
be
nt
E
nt
ra
nt
E
xi
te
r
Y
ea
r
D
O
P
D
T
ot
al
20
01
0.
00
10
 
20
02
0.
26
74
 
-0
.0
15
5 
0.
19
26
 
-0
.1
79
9 
-0
.0
28
2 
0.
28
57
 
0.
00
28
 
20
03
-0
.0
22
2 
-0
.0
66
1 
-0
.0
55
3 
-0
.0
57
5 
0.
04
66
 
0.
04
87
 
0.
00
48
 
20
04
0.
15
77
 
0.
02
32
 
-0
.0
27
8 
0.
02
78
 
0.
02
32
 
0.
13
62
 
0.
00
16
 
20
05
0.
21
34
 
0.
10
42
 
0.
07
83
 
-0
.0
08
2 
0.
03
41
 
0.
10
97
 
0.
00
06
 
20
06
-0
.0
67
2 
-0
.2
16
9 
-0
.1
97
2 
-0
.0
44
5 
0.
02
48
 
0.
15
54
 
0.
00
57
 
20
07
-0
.0
06
8 
-0
.0
65
0 
-0
.0
72
2 
-0
.0
58
7 
0.
06
59
 
0.
05
88
 
0.
00
06
 
20
08
-0
.0
18
4 
-0
.0
21
5 
-0
.0
58
2 
0.
00
71
 
0.
02
96
 
0.
01
71
 
0.
01
39
 
20
09
0.
04
68
 
0.
03
60
 
-0
.0
76
0 
0.
08
02
 
0.
03
19
 
0.
01
08
 
20
10
0.
23
72
 
0.
20
69
 
-0
.0
04
3 
0.
16
61
 
0.
04
51
 
0.
03
03
 
20
11
0.
89
42
 
0.
89
42
 
0.
46
54
 
0.
30
21
 
0.
12
67
 
D
yn
am
ic
In
cu
m
be
nt
E
nt
ra
nt
E
xi
te
r
Y
ea
r
D
O
P
D
T
ot
al
20
01
0.
00
41
 
20
02
0.
56
62
 
-0
.7
22
8 
0.
37
44
 
-0
.8
58
2 
-0
.2
38
9 
1.
31
15
 
0.
02
25
 
20
03
-0
.1
83
2 
-0
.3
52
3 
-0
.3
61
3 
-0
.1
55
5 
0.
16
45
 
0.
19
15
 
0.
02
24
 
20
04
0.
62
33
 
-0
.0
77
6 
-0
.2
72
3 
0.
08
39
 
0.
11
07
 
0.
70
84
 
0.
00
75
 
20
05
0.
84
09
 
0.
34
44
 
0.
24
96
 
-0
.0
51
4 
0.
14
61
 
0.
49
85
 
0.
00
21
 
20
06
0.
21
72
 
-0
.4
14
7 
-0
.2
98
4 
-0
.2
33
8 
0.
11
75
 
0.
65
43
 
0.
02
24
 
20
07
0.
03
82
 
-0
.2
56
3 
-0
.3
17
7 
-0
.2
19
0 
0.
28
05
 
0.
29
77
 
0.
00
32
 
20
08
-0
.1
68
7 
-0
.1
93
9 
-0
.3
31
6 
-0
.0
12
7 
0.
15
04
 
0.
08
67
 
0.
06
15
 
20
09
0.
24
48
 
0.
20
38
 
-0
.2
79
5 
0.
34
49
 
0.
13
84
 
0.
04
10
 
20
10
0.
71
06
 
0.
53
05
 
-0
.2
86
5 
0.
63
75
 
0.
17
95
 
0.
18
01
 
20
11
3.
46
15
 
3.
46
15
 
1.
72
25
 
1.
24
70
 
0.
49
20
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表
 6
（
3）
 大
企
業
：
D
yn
am
ic
 O
lle
y 
P
ak
es
 d
ec
om
po
si
tio
n
St
at
ic
In
cu
m
be
nt
E
nt
ra
nt
E
xi
te
r
Y
ea
r
D
O
P
D
T
ot
al
20
01
0.
34
71
 
20
02
0.
01
71
 
0.
09
11
 
-0
.1
69
3 
0.
17
17
 
0.
08
88
 
0.
01
56
 
0.
08
97
 
20
03
0.
46
30
 
0.
46
92
 
0.
33
30
 
0.
10
27
 
0.
03
35
 
0.
07
86
 
0.
08
48
 
20
04
0.
27
57
 
0.
25
28
 
0.
00
87
 
0.
22
13
 
0.
02
29
 
0.
06
08
 
0.
03
79
 
20
05
0.
17
88
 
0.
24
35
 
0.
23
33
 
-0
.0
00
9 
0.
01
11
 
0.
06
20
 
0.
12
67
 
20
06
0.
24
33
 
0.
29
42
 
0.
15
75
 
0.
08
16
 
0.
05
50
 
0.
02
18
 
0.
07
26
 
20
07
0.
31
24
 
0.
32
93
 
0.
34
04
 
-0
.0
66
4 
0.
05
53
 
0.
02
62
 
0.
04
31
 
20
08
0.
06
06
 
0.
13
21
 
-0
.0
60
7 
0.
14
63
 
0.
04
66
 
0.
00
06
 
0.
07
21
 
20
09
0.
21
36
 
0.
21
33
 
-0
.2
34
1 
0.
31
45
 
0.
13
29
 
0.
00
03
 
20
10
0.
33
32
 
0.
33
27
 
0.
29
56
 
0.
00
37
 
0.
03
34
 
0.
00
05
 
20
11
5.
70
21
 
5.
70
21
 
2.
64
35
 
2.
08
14
 
0.
97
73
 
D
yn
am
ic
In
cu
m
be
nt
E
nt
ra
nt
E
xi
te
r
Y
ea
r
D
O
P
D
T
ot
al
20
01
2.
15
36
 
20
02
-2
.8
69
1 
-2
.3
21
9 
-3
.8
02
0 
0.
61
13
 
0.
86
88
 
0.
09
48
 
0.
64
20
 
20
03
2.
62
99
 
2.
51
67
 
1.
52
08
 
0.
67
56
 
0.
32
04
 
0.
57
83
 
0.
46
51
 
20
04
1.
26
43
 
0.
95
13
 
-0
.7
04
5 
1.
30
42
 
0.
35
15
 
0.
56
40
 
0.
25
10
 
20
05
1.
03
14
 
1.
42
72
 
1.
49
22
 
-0
.1
90
7 
0.
12
57
 
0.
37
58
 
0.
77
16
 
20
06
2.
28
56
 
2.
58
07
 
1.
56
40
 
0.
54
46
 
0.
47
21
 
0.
13
50
 
0.
43
02
 
20
07
2.
47
69
 
2.
56
15
 
2.
82
47
 
-0
.6
84
0 
0.
42
08
 
0.
16
47
 
0.
24
93
 
20
08
0.
99
19
 
1.
44
39
 
0.
11
15
 
1.
01
28
 
0.
31
97
 
0.
00
40
 
0.
45
59
 
20
09
0.
16
99
 
0.
16
79
 
-2
.5
01
7 
1.
37
58
 
1.
29
38
 
0.
00
20
 
20
10
1.
01
78
 
1.
01
24
 
-0
.0
71
6 
0.
68
95
 
0.
39
44
 
0.
00
54
 
20
11
35
.0
76
0 
35
.0
76
0 
15
.0
55
0 
14
.4
02
2 
5.
61
89
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表
 6
（
4）
 成
熟
企
業
：
D
yn
am
ic
 O
lle
y 
P
ak
es
 d
ec
om
po
si
tio
n
St
at
ic
In
cu
m
be
nt
E
nt
ra
nt
E
xi
te
r
Y
ea
r
D
O
P
D
T
ot
al
20
01
0.
01
55
 
20
02
-0
.0
17
1 
-0
.0
20
7 
-0
.2
07
3 
0.
09
98
 
0.
08
68
 
0.
05
23
 
0.
04
87
 
20
03
0.
27
79
 
0.
08
27
 
0.
18
51
 
-0
.1
51
4 
0.
04
89
 
0.
22
33
 
0.
02
81
 
20
04
0.
53
62
 
0.
37
01
 
-0
.0
17
2 
0.
33
10
 
0.
05
63
 
0.
18
09
 
0.
01
48
 
20
05
0.
25
59
 
0.
18
41
 
0.
44
92
 
-0
.2
76
0 
0.
01
08
 
0.
17
77
 
0.
10
58
 
20
06
-0
.3
22
3 
-0
.3
46
4 
-0
.1
13
2 
-0
.2
72
6 
0.
03
95
 
0.
06
77
 
0.
04
36
 
20
07
0.
14
83
 
0.
11
69
 
0.
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84
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67
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00
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35
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39
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23
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0.
67
93
 
0.
17
82
 
0.
00
16
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10
0.
72
24
 
0.
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-0
.0
55
7 
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66
24
 
0.
11
24
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00
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20
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24
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2.
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0.
86
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0.
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00
 
D
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In
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m
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E
nt
ra
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E
xi
te
r
Y
ea
r
D
O
P
D
T
ot
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0.
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37
 
20
02
-1
.2
49
3 
-1
.1
53
9 
-2
.3
41
4 
0.
46
44
 
0.
72
31
 
0.
29
97
 
0.
39
52
 
20
03
0.
17
65
 
-1
.2
62
8 
-0
.1
69
1 
-1
.4
89
8 
0.
39
62
 
1.
63
08
 
0.
19
16
 
20
04
3.
54
02
 
2.
00
12
 
-0
.4
99
7 
2.
03
95
 
0.
46
15
 
1.
63
53
 
0.
09
63
 
20
05
0.
66
80
 
0.
23
77
 
2.
23
25
 
-2
.1
48
6 
0.
15
38
 
1.
06
65
 
0.
63
62
 
20
06
-2
.2
42
7 
-2
.3
84
2 
-0
.7
51
0 
-1
.9
92
0 
0.
35
88
 
0.
39
56
 
0.
25
41
 
20
07
0.
91
01
 
0.
67
78
 
0.
79
67
 
-0
.3
40
6 
0.
22
17
 
0.
37
06
 
0.
13
82
 
20
08
-0
.1
75
6 
0.
00
14
 
-0
.4
42
6 
-0
.0
68
1 
0.
51
21
 
0.
01
38
 
0.
19
07
 
20
09
7.
11
25
 
7.
10
37
 
0.
56
17
 
4.
46
47
 
2.
07
73
 
0.
00
88
 
20
10
3.
94
69
 
3.
92
15
 
-1
.5
57
7 
4.
72
59
 
0.
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0.
02
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44
1 
15
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44
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85
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表
 6
（
5）
 老
齢
企
業
：
D
yn
am
ic
 O
lle
y 
P
ak
es
 d
ec
om
po
si
tio
n
St
at
ic
In
cu
m
be
nt
E
nt
ra
nt
E
xi
te
r
Y
ea
r
D
O
P
D
T
ot
al
20
01
0.
33
27
 
20
02
0.
07
54
 
0.
11
16
 
-0
.1
36
7 
0.
16
19
 
0.
08
64
 
0.
00
77
 
0.
04
38
 
20
03
0.
56
84
 
0.
62
98
 
0.
39
31
 
0.
20
75
 
0.
02
93
 
0.
00
02
 
0.
06
16
 
20
04
0.
15
37
 
0.
17
85
 
0.
02
11
 
0.
15
24
 
0.
00
50
 
0.
00
00
 
0.
02
48
 
20
05
0.
22
34
 
0.
24
39
 
0.
11
23
 
0.
12
29
 
0.
00
88
 
0.
00
09
 
0.
02
15
 
20
06
0.
59
48
 
0.
62
69
 
0.
29
03
 
0.
27
60
 
0.
06
06
 
0.
00
26
 
0.
03
47
 
20
07
0.
42
68
 
0.
43
35
 
0.
43
76
 
-0
.0
68
1 
0.
06
40
 
0.
01
18
 
0.
01
85
 
20
08
0.
16
43
 
0.
21
64
 
-0
.0
55
3 
0.
23
91
 
0.
03
26
 
0.
00
04
 
0.
05
25
 
20
09
-0
.1
07
0 
-0
.1
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0 
-0
.3
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1 
0.
12
17
 
0.
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05
 
20
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0.
14
73
 
0.
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72
 
0.
47
00
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.3
19
9 
-0
.0
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0 
0.
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01
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11
7.
44
72
 
7.
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72
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1.
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m
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nt
E
nt
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E
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r
Y
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r
D
O
P
D
T
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40
 
20
02
-3
.2
33
1 
-3
.0
02
4 
-4
.3
54
2 
0.
48
08
 
0.
87
10
 
0.
03
85
 
0.
26
93
 
20
03
4.
01
21
 
4.
30
74
 
2.
30
94
 
1.
68
47
 
0.
31
32
 
0.
00
07
 
0.
29
59
 
20
04
0.
15
31
 
0.
31
48
 
-0
.7
96
8 
0.
82
73
 
0.
28
42
 
0.
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05
 
0.
16
22
 
20
05
1.
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79
 
1.
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14
 
1.
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0.
72
48
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0.
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39
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13
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06
4.
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23
 
5.
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47
 
2.
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1.
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0.
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0.
19
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07
3.
34
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3.
39
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3.
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.8
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47
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0.
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40
 
0.
11
43
 
20
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87
 
2.
12
31
 
0.
37
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1.
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0.
21
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0.
00
23
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.3
34
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.3
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.1
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1 
0.
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55
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.3
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0.
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表
 6
（
6）
 全
企
業
：
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yn
am
ic
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lle
y 
P
ak
es
 d
ec
om
po
si
tio
n（
仮
想
的
な
場
合
）
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00
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01
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0.
00
82
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0.
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0.
08
47
 
0.
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0.
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0.
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53
 
0.
20
02
 
0.
16
31
 
0.
02
26
 
0.
01
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0.
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52
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1.
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1.
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25
86
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E
nt
ra
nt
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.5
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3 
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.8
23
3 
0.
68
94
 
0.
59
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0.
09
68
 
0.
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28
 
20
03
2.
63
00
 
2.
76
92
 
1.
75
22
 
0.
76
67
 
0.
25
03
 
0.
35
47
 
0.
49
40
 
20
04
1.
13
70
 
1.
03
47
 
-0
.2
93
0 
1.
06
29
 
0.
26
49
 
0.
31
02
 
0.
20
79
 
20
05
1.
91
95
 
2.
20
82
 
2.
13
07
 
-0
.0
40
8 
0.
11
83
 
0.
25
74
 
0.
54
61
 
20
06
1.
57
95
 
1.
77
09
 
1.
09
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0.
36
69
 
0.
30
89
 
0.
09
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0.
28
74
 
20
07
1.
65
58
 
1.
72
69
 
2.
06
39
 
-0
.6
73
1 
0.
33
60
 
0.
09
97
 
0.
17
08
 
20
08
1.
02
38
 
1.
35
09
 
0.
28
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0.
82
46
 
0.
24
25
 
0.
00
72
 
0.
33
42
 
20
09
2.
73
29
 
2.
72
96
 
0.
17
95
 
1.
56
69
 
0.
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32
 
0.
00
32
 
20
10
4.
12
56
 
4.
06
46
 
2.
07
80
 
1.
54
28
 
0.
44
38
 
0.
06
10
 
20
11
29
.0
48
6 
29
.0
48
6 
12
.7
29
5 
11
.5
59
9 
4.
75
93
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